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Ⅰ．調査の概要
１．背景

（１）労働者送金を巡る世界的動向

発展途上国の経済発展上、国外からの資金調達は不可欠の要件となっているが、近年の

グローバリズムの進展を背景に、途上国等からの海外出稼ぎ労働者は年々増加を辿ってお

り、多くの途上国で海外出稼ぎ労働者による本国送金が、既ににＯＤＡを凌駕して直接投

資に次ぐ第２位の規模に達している。

こうした流れを映じ、Ｇ８サミットにおいても、発展途上国の経済発展を支える国外か

らの資金調達ルートの一つとして、労働者留守宅送金の重要性が注目され、その有効活用

。 、 、を図る必要があるとの見解が示された しかし こうした海外労働者による留守宅送金は

必ずしもフォーマルなルートのみを通じて行われている訳ではなく、実態が十分に把握さ

れていないことから、その実態把握に向け統計整備を行うべきとの問題提起もなされ、平

成 （ ）年１月、世界銀行主催のワークショップが開催された。この間、ＩＭＦ、17 2005

世界銀行、ＩＬＯ、ＯＥＣＤ等による議論・検討、ＩＤＢ主導による米国と中南米諸国、

ＡＤＢによる米国とフィリピンとの間での労働者送金調査等が行われてきている。さらに

ＡＤＢでは、わが国財務省の支援により、昨年来アジア域内６カ国における労働者送金の

流れを把握するための実態調査も実施してきているところである。

（２）わが国における労働者送金の実態把握の必要性

わが国においても、来日する外国人労働者等は年々増加している。しかし、国際収支統

計に計上される労働者送金額（支払）は、平成 （ ）年以降、外国為替取引法によ10 1998

る報告基準の見直し（為替取引の自由化を映じた報告上限の引き上げ）もあって、過少計

上となっているように見受けられる。現に昨年ＡＤＢに提出されたペーパーに示された試

算と比較すると、大幅な過少計上となっている可能性があるとみられる。

国際収支統計上、労働者留守宅送金額は、金融機関からの「支払又は支払の受領に関す

る報告書」および「労働者の留守宅送金調査表（主要金融機関を対象としたアンケート調

15 2003 4 17 2005 12査」に基づく計数が計上されている。平成 （ ）年 月以降、平成 （ ）年

月までは、前者は、 百万円／件以上の取引を報告の対象としているが、後者について30

は２百万円／件以上の取引を対象としていた。しかし、こうした統計作成システムでは、

全体像の把握が困難となっている。

特に最近は、金融機関ネットワークの利用に加え、同利用料金や為替売買手数料の高さ

等を嫌って、国際キャッシュカード、旅行会社等が発行し始めたグローバルキャッシュカ

ード等、携帯電話・ 、封書等を用いた送金等も行われているとされている。また、伝Fax

統的な相互金融・送金ルートが存在するともいわれている。こうした状況が統計にどのよ

うな影響を与えるか関心が持たれている。
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２．調査の目的

１．で記述の通り、Ｇ８サミットにおいて 「Ｇ８諸国は、世界銀行、ＩＭＦ及び他の、

機関とともに、送金フローのデータを改善し、送金国と受入国双方における送金フローの

データ収集のための基準の策定に取り組む 」との問題提起がなされたことを受けて、わ。

が国における外国人労働者の送金実態を調査する必要性が高まっている。

本調査では、アジア向け送金のうちＡＤＢ等の国際機関による調査で動向が把握されて

いない、中国向け海外送金実態を把握することを主たる目的とする。これに加え、同じく

上位にある韓国向け海外送金実態についてもあわせて把握することを試みる。

３．調査の対象と方法

（１）調査対象

２．で整理したとおり、中国向けおよび韓国向け送金を行っていると考えられる外国人

の人々を対象とする。

（２）調査方法

わが国における外国人労働者の海外送金の実態を定量的に把握するためのアンケート調

査を行うこととする。

①アンケート調査

１）調査項目

代表的な調査項目は下記のようなものである（詳細は参考資料参照）

送金頻度、送金額、送金相手、送金の使い道、送金手段とその理由、送金手数料、

利用送金手段に対する評価、労働者特性（在留資格、性別、年齢、収入） 等

２）調査方法

日本人の場合、住民基本台帳法によって、不当な目的でない限り、氏名、性別、住所、

生年月日を記載した住民基本台帳の一部の写しを閲覧できるとされているため、これを用

いて標本抽出を行った郵送留置型調査が一般的に行われている。しかし、外国人の場合、

外国人登録法によって、法律上の定めがある特別の場合を除いて外国人登録原票の閲覧等

は行うことができないとされており、同様の方法での調査は非常に困難である。

そのため、本調査では、外国人の集まりやすい場所等でのインターセプトサンプリング

による対象者への面談調査方式を採用する。
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３）調査の実施場所と標本規模

■実査地区と標本配分

実査地区は東京圏と大阪圏とし、それぞれで回収する標本数は以下の通り定めた。

図表1-3-1 対象国別実査地区別の回収標本数

東京圏 大阪圏 合計

中国 ４００ － ４００

韓国 １５０ ５０ ２００

合計 ５５０ ５０ ６００

■実査地点

各実査地区における具体的な実査地点は、下記の建物や地区等の周辺（実施許可をいた

だいた場合には内部でも実施）である。

図表1-3-2 実査地点
○東京圏

○中国
中国大使館 港区元麻布
知音中国食品 豊島区西池袋
永利（中国料理店） 豊島区池袋
知音新宿店 新宿区歌舞伎町
ＪＲ新大久保駅

○韓国
韓国領事館 港区南麻布
韓国広場（スーパー） 新宿区歌舞伎町
千葉ベデル教会 千葉市中央区中央
ＪＲ新大久保駅

○大阪圏

○韓国
大阪入国管理局 大阪市中央区谷町
韓国総領事館 大阪市中央区西心斎橋
ＪＲ鶴橋駅
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４）実査期間と回収状況

実査は平成 （ ）年 月 日（月）から平成 （ ）年１月９日（月）を中17 2005 12 12 18 2006

心に行い、その後、回収票の精査をふまえ、無効票となった中国 票、韓国 票分につ21 18

き補充するため、平成 （ ）年２月６日（土）から８日（月）にかけて追加調査を18 2006

行った。回収および有効票の状況は図表 の通りである。1-3-3

図表1-3-3 実施日における回収数
■中国

■韓国（東京）

■韓国（大阪）

月 日（水） 回収数 （有効数 ）12 28 50 44

２月６日（月） 回収数６（有効数６）

1 2 月1 2 日 1 2 月1 3 日 1 2 月1 4 日 1 2 月1 5 日 1 2 月1 6 日 1 2 月1 7 日
月 火 水 木 金 土 週合計 累積合計 進捗率

実査場所 大使館 大使館 大使館 大使館 大使館 知音池袋
回収数 2 2 1 9 1 2 1 5 1 2 2 9 1 0 9 1 0 9 2 7 .3 %
有効数 2 2 1 6 1 1 1 4 1 2 2 7 1 0 2 1 0 2 2 5 .5 %

1 2 月1 8 日 1 2 月1 9 日 1 2 月2 0 日 1 2 月2 1 日 1 2 月2 2 日 1 2 月2 3 日 1 2 月2 4 日
日 月 火 水 木 金 土 週合計 累積合計 進捗率

実査場所 知音池袋 知音池袋 知音池袋 知音池袋 知音池袋 知音池袋 知音池袋
回収数 1 7 1 8 2 0 2 3 1 6 2 2 1 6 1 3 2 2 4 1 6 0 .3 %
有効数 1 4 1 8 1 8 2 3 1 5 2 1 1 6 1 2 5 2 2 7 5 6 .8 %

1 2 月2 5 日 1 2 月2 6 日 1 2 月2 7 日 1 2 月2 8 日 1 2 月2 9 日 1 2 月3 0 日 1 2 月3 1 日
日 月 火 水 木 金 土 週合計 累積合計 進捗率

実査場所 知音池袋 知音池袋 永利 永利 知音池袋 知音池袋 　
回収数 2 1 1 0 8 3 2 4 2 1  8 7 3 2 8 8 2 .0 %
有効数 1 9 1 0 8 3 2 1 2 0 8 1 3 0 8 7 7 .0 %

1 月1日 1 月2 日 1 月3 日 1月4日 1月5日 1月6日 1 月7 日
日 月 火 水 木 金 土 週合計 累積合計 進捗率

実査場所 　 　 　 知音新宿 知音新宿 知音池袋 知音池袋
回収数    9 6 1 9 1 8 5 2 3 8 0 9 5 .0 %
有効数 8 6 1 9 1 8 5 1 3 5 9 8 9 .8 %

1 月8日 1 月9 日 1月1 0 日 1月1 1 日 1月1 2 日 1 月1 3 日 1 月1 4 日
日 月 火 水 木 金 土 週合計 累積合計 進捗率

実査場所 新大久保駅 新大久保駅
回収数 1 3 7      2 0 4 0 0 1 0 0 .0 %
有効数 1 3 7 2 0 3 7 9 9 4 .8 %

2 月7日
日 週合計 累積合計 進捗率

実査場所 知音池袋
回収数 2 1       2 1 4 2 1 1 0 5 .3 %
有効数 2 1 2 1 4 0 0 1 0 0 .0 %

1 2 月1 2 日 1 2 月1 3 日 1 2 月1 4 日 1 2 月1 5 日 1 2 月1 6 日 1 2 月1 7 日
月 火 水 木 金 土 週合計 累積合計 進捗率

実査場所 領事館 領事館 領事館 領事館 領事館 韓国広場
回収数 2 4 4 5 3 1 0 2 8 2 8 7 .0 %
有効数 2 4 4 5 3 1 0 2 8 2 8 7 .0 %

1 2 月1 8 日 1 2 月1 9 日 1 2 月2 0 日 1 2 月2 1 日 1 2 月2 2 日 1 2 月2 3 日 1 2 月2 4 日
日 月 火 水 木 金 土 週合計 累積合計 進捗率

実査場所 　 　 韓国広場 韓国広場／領事館 韓国広場／領事館 教会 　
回収数 9 3 0 1 4 2 0  7 3 1 0 1 6 7 .3 %
有効数 8 2 7 1 3 1 8 6 6 9 4 6 2 .7 %

1 2 月2 5 日 1 2 月2 6 日 1 2 月2 7 日 1 2 月2 8 日 1 2 月2 9 日 1 2 月3 0 日 1 2 月3 1 日
日 月 火 水 木 金 土 週合計 累積合計 進捗率

実査場所 教会 新大久保駅／領事館 新大久保駅／領事館 新大久保駅／領事館 　 　
回収数 1 4 1 4 1 7 4    4 9 1 5 0 1 0 0 .0 %
有効数 1 4 1 2 1 4 4 4 4 1 3 8 9 2 .0 %

2 月7日 2 月8 日
日 月 週合計 累積合計 進捗率

実査場所 領事館 領事館
回収数 3 9      1 2 1 6 2 1 0 8 .0 %
有効数 3 9 1 2 1 5 0 1 0 0 .0 %



- 5 -

Ⅱ．在日外国人の現状
１．外国人登録について

法務省入国管理局「平成 年末現在における外国人登録者統計について （平成 年16 17」

６月）に基づき、在日外国人の現状を整理すると以下の通りである。

（１）総数の推移

平成 年末現在における外国人登録者数は 万 人で、 年前（平成６年末）16 197 3,747 10

に比べると 万 人（ ％）の増加となっている。外国人登録者の我が国総人口61 9,736 45.8

１億 万 人（総務省統計局の「平成 年 月１日現在推計人口」による ）に2,768 7,000 16 10 。

占める割合は、平成 年末に比べ ポイント増加し、 ％となっている。15 0.05 1.55

（２）地域別外国人登録者数

外国人登録者数をその出身の地域別にみると、アジア地域が 万 人と全体の146 4,360

、 、 （ ）、 （ ）、 （ ）、74.2 18.2 3.3 3.0％を占め 以下 南米地域 ％ 北米地域 ％ ヨーロッパ地域 ％

オセアニア地域（ ％ 、アフリカ地域（ ％）の順となり、アジア地域と南米地域の0.8 0.5）

出身者で外国人登録者総数の ％を占めている。92.4

（３）国籍（出身地）別外国人登録者数

外国人登録者の国籍（出身地）の数は、 か国（無国籍を除く ）となっている。韓188 。

国・朝鮮が 人で全体の ％を占め、以下、中国、ブラジル、フィリピン、ペル607,419 30.8

ー、米国と続いている。

韓国・朝鮮は、特別永住者数の減少を受けて、平成３年末の 人をピークにその693,050

16 15 6,372 1.1 60 7,419後は毎年減少を続け 平成 年末は 平成 年末に比べ 人 ％ 減の 万、 、 （ ）

人となっている。また、外国人登録者全体に対する構成比は平成６年の ％から年々50.0

低下し、平成 年末は ％となっている。16 30.8

中国は、昭和 年代から引き続き増加し、更に平成 年末以降は前年比 ％を超え50 12 10

る大幅な増加を示していたが、平成 年末は、平成 年末に比べ 人（ ％）増16 15 25,174 5.4

487,570 13の 人となっている。外国人登録者全体に対する構成比も上昇傾向にあり、平成

年に ％を超えてからも上昇し続け、平成 年末には ％に達している20 16 24.7

（４）在留資格（在留目的）別

「研修 「一般永住者 「技術」等が増加、反対に「就学 「特別永住者 「日本人の」、 」、 」、 」、

配偶者等」等が減少。

入管法上の在留資格「永住者」を「一般永住者」といい、特別永住者とは「日本国との

平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する特例法 （平成３年１」

１月１日施行）により 「平和条約関連国籍離脱者及びその子孫」は「特別永住者」と定、
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められ、従前の「協定永住許可者 「法１２６－２－６該当者 「平和条約関連国籍離」、 」、

脱者の子」の全部及び入管法上の「永住者」の一部などが「特別永住者」となった。

「一般永住者」は引き続き増加、特にブラジルが大幅に増加。一方 「特別永住者」は、

年々減少している。

韓国・朝鮮は、 万人の在留者数のうち 万人（ ％）が永住者である （そのうち61 50 83 。

特別永住者 万人一般永住者 万人である ）そのほかの在留目的では、日本人の配偶46 4.3 。

者 万人（ ％ 、留学 万人（ ％ 、家族滞在 万人( ％)とつづく。2.1 3.5 1.6 2.7 1.5 2.6） ）

中国は、 万人の在留者数の在留目的ベスト は、①永住者 万人（ ％ 、②48.7 8 9.7 19.8 ）

9.1 18.6 5.2 10.6 4.1 8.5留学 万人（ ％ 、③日本人の配偶者等 万人( ％）④特定活動 万人(）

、 （ ）、 （ ）、 （ ）、％) ⑤研修 万人 ％ ⑥家族滞在 万人 ％ ⑦定住者 万人 ％4.0 8.2 3.5 7.2 3.2 6.6

⑧就学 万人（ ％）2.9 6.0

中国の在留目的別外国人登録者数を 年と 年でくらべてみると、短期滞在（商1995 2004

用 、特定活動、永住者、興行、研修、留学などが大きく増えている。）

（５）主要国籍（出身地）別の年齢・男女別構成

（ ） 、 、外国人登録者の年齢・男女別の構成比を主要国籍 出身地 別にみると 韓国・朝鮮は

各年齢層にほぼ平均化しており、日本と類似した構成となっている。他方、中国、ブラジ

ル、フィリピン、ペルー及び米国をみると、割合に若干の相違があるものの、男女いずれ

も 歳から 歳までの年齢層が高い割合を占めているのが特徴的である。韓国・朝鮮は20 39

わが国への永住者の割合が高く、既に生活の基盤を持って定着しているのに対し、そのほ

かの国々は、留学、就業等を目的に来日した若者が多いためと考えられる。

ちなみに、男女別に 歳から 歳までの占める割合を見ると、中国（男性 ％、20 39 65.6

69.0 51.2 50.4 51.5 75.9女性 ％ ブラジル 男性 ％ 女性 ％ フィリピン 男性 ％ 女性）、 （ 、 ）、 （ 、

％ 、ペルー（男性 ％、女性 ％ 、米国（男性 ％、女性 ％）となってい） ）45.1 45.5 51.7 44.7

る。

（６）都道府県別・国籍（出身地）別

在留中国人の都道府県別のシェアは①東京 ％、②大阪 ％、③神奈川県 ％、24.4 7.9 7.6

④埼玉 ％、⑤千葉 ％、⑥愛知 ％、⑦兵庫 ％、⑧福岡 ％となっている。6.3 6.0 5.2 4.2 2.9

（７）都道府県別・本籍地別

韓国・朝鮮は、 万人の在留者数のうち、本籍地別に多い順に並べると、①慶尚南道61

人( )、②慶尚北道 人( )、③済州道 人( )、④ソウ177,623 29.2% 128,730 21.2% 102,019 16.8%

ル特別市 人( )、⑤全羅南道 人( )、⑥釜山直轄市 人( )55,825 9.2% 42,286 7.0% 24,726 4.1%

中国（入管統計上台湾を含む）は、在留者数 万人のうち、本籍地別に多い順に並48.7

べると、①遼寧省 万人（ ％ 、②上海市 万人（ ％ 、③黒竜江省 万人7.3 15.1 5.4 11.1 5.3） ）
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11.0 4.6 9.5 3.9 8.1 3.7 7.6（ ％ 、④吉林省 万人（ ％ 、⑤台湾 万人（ ％ 、⑥福建省 万人（） ） ）

％ 、⑦江蘇省 万人（ ％ 、⑧山東省 万人( ％ 、⑨北京市 万人( ％)） ） ）3.0 6.1 2.9 6.0 2.2 4.6

都道府県別本籍地別外国人登録者（中国）をみると、基本的には、関東、中部、関西に

多く居住している 「福建 「北京市 「上海市 「台湾」は「東京」に ％以上居住して。 」 」 」 30

5.65 3,024 12.69 3,755いる 黒竜江 は長野に ％( 人)居住している 江蘇 は岐阜に ％。「 」 。「 」 （

人）居住している。

２．不法残留者について

不法残留者とは、許可された在留期間を超えて滞在している外国人で、出入国の記録に

基づいて総数が算出されるものであり、不法に入国した外国人、いわゆる不法入国者とは

異なる。

法務省入国管理局「本邦における不法残留者数について （平成 年１月１日現在）に」 17

基づき、不法残留者の現状を整理すると以下の通りである。

（１）不法残留者総数及びその推移

平成 年１月１日現在の不法残留者数は 人であり、前回調査時（平成 年１17 207,299 16

月１日現在）の 人に比べ 人（ ％）減少した。この不法残留者数は、平219,418 12,119 5.5

成５年５月１日現在の 人をピークに一貫して減少しており、このピーク時に比べ298,646

ると 人（ ％）の減少となっている。91,347 30.6

（２）国籍（出身地）別不法残留者数

国籍（出身地）別に見ると、不法残留者が多いものは次のとおりである。

図表2-2-1 国籍別不法残留者

① 韓 国 ４３，１５１人 〈 構成比 ２０．８％ 〉
② 中 国 ３２，６８３人 〈 〃 １５．８％ 〉
③ フィリピン ３０，６１９人 〈 〃 １４．８％ 〉
④ タ イ １２，７８７人 〈 〃 ６．２％ 〉
⑤ マレーシア ７，４３１人 〈 〃 ３．６％ 〉
⑥ インドネシア ７，１６９人 〈 〃 ３．５％ 〉
⑦ 中国（台湾） ６，７６０人 〈 〃 ３．３％ 〉
⑧ ペ ル ー ６，６２４人 〈 〃 ３．２％ 〉
⑨ ブ ラ ジ ル ４，９０５人 〈 〃 ２．４％ 〉
⑩ スリランカ ４，２０９人 〈 〃 ２．０％ 〉

そ の 他 ５０，９６１人 〈 〃 ２４．６％ 〉
計 ２０７，２９９人

資料）法務省入国管理局「本邦における不法残留者数について （平成 年１月１日現在）」 17
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（３）在留資格別不法残留者数とその推移

不法残留者を不法残留となった時点での在留資格別に見ると、次のとおりである。

図表2-2-2 在留資格別不法残留者

「短期滞在」 １３９，４１７人 〈構成比 ６７．３％〉
「興 行」 １１，３１９人 〈 〃 ５．５％〉
「就 学」 ８，５０６人 〈 〃 ４．１％〉
「留 学」 ８，１７３人 〈 〃 ３．９％〉
「研 修」 ３，６４８人 〈 〃 １．８％〉
そ の 他 ３６，２３６人 〈 〃 １７．５％〉
計 ２０７，２９９人

資料）法務省入国管理局「本邦における不法残留者数について （平成 年１月１日現在）」 17

（４）国籍（出身地）別不法残留者数の推移

韓国は 人で、１年間で 人（ ％）減少しており、平成 年の 人43,151 3,274 7.1 11 62,577

をピークに減少傾向にある。また、韓国の不法残留者全体の ％（ 人）を「短90.6 39,099

期滞在」が占めている。

中国は 人で、１年間で 人（ ％）減少し、平成 年以降の増加傾向に一32,683 839 2.5 14

5.5 2.5応の歯止めは掛かったものの、その減少率は不法残留者数全体の減少率 ％に比べ、

％にとどまっている。

中国の不法残留者全体の ％（ 人）が「就学 、 ％（ 人）が「留学」21.8 7,119 21.5 7,039」

であり 「就学」及び「留学」を合わせて中国の不法残留者全体の ％を占めている。、 43.3

「留学」については、前回調査に比べ ％（ 人）増加している。25.7 1,441

8,506 83.7 8,173また 就学 の不法残留者全体 人のうち ％ 留学 の不法残留者全体、「 」 、「 」

人のうち ％を、それぞれ中国が占めている。86.1
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Ⅲ．韓国向け送金を対象としたアンケート調査結果
１．回答者の属性

（１）出身地域

ソウル市が ％を占めて最も多く、京畿道 ％、仁川市 ％も含めると、過半37.0 12.5 5.5

数がソウル首都圏の出身である。

図表3-1-1 出身地域

0 1．ソウル市 0 2 ．釜山市 0 3 ．大邱市 0 4．仁川市 0 5 ．光州市
0 6 ．大田市 0 7 ．蔚山市
0 8 ．京畿道 0 9 ．江原道 1 0 ．忠清北道 1 1．忠清南道 1 2 ．全羅北道
1 3 ．全羅南道 1 4 ．慶尚北道 1 5 ．慶尚南道 1 6．済州道
1 7 ．そのほか（ 具体的に】 ）【

注釈）四捨五入の関係で、比率の合計は ％にならない場合がある。100

（２）居住地

日本での居住地は東京都が ％を占めて最も多く、次いで千葉県と大阪府が ％49.0 22.5

である。これは、主要な実査地点が新宿、千葉、大阪であったことが影響していると考え

られる。

図表3-1-2 居住地域

0 1．東京都 0 2 ．埼玉県 0 3 ．千葉県 0 4 ．神奈川県
0 5 ．大阪府 0 6 ．京都府 0 7 ．兵庫県
0 8 ．そのほか道県（ 具体的に】 道・県）【

注釈）四捨五入の関係で、比率の合計は ％にならない場合がある。100

選択肢 0 1 .ソウル市 0 2 .釜山市 0 3 .大邱市 0 4 .仁川市 0 5 .光州市 0 6 .大田市 0 7 .蔚山市

回答数 7 4 2 0 3 1 1 1 1 2 1

比率（％） 3 7 .0 % 1 0 .0 % 1 .5 % 5 .5 % 5 .5 % 1 .0 % 0 .5 %

選択肢 0 8 .京畿道 0 9 .江原道 1 0 .忠清北道 1 1 .忠清南道 1 2 .全羅北道 1 3 .全羅南道 1 4 .慶尚北道

回答数 2 5 3 8 5 6 4 8

比率（％） 1 2 .5 % 1 .5 % 4 .0 % 2 .5 % 3 .0 % 2 .0 % 4 .0 %

選択肢 1 5 .慶尚南道 1 6 .済州道 1 7 .そのほか 無回答 合計

回答数 9 7 2 1 2 0 0

比率（％） 4 .5 % 3 .5 % 1 .0 % 0 .5 % 1 0 0 .0 %

選択肢 0 1 .東京都 0 2 .埼玉県 0 3 .千葉県 0 4 .神奈川県

回答数 9 8 8 4 5 0

比率（％） 4 9 .0 % 4 .0 % 2 2 .5 % 0 .0 %

選択肢 0 5 .大阪府 0 6 .京都府 0 7 .兵庫県 0 8 .そのほか道県 合計

回答数 4 5 2 0 2 2 0 0

比率（％） 2 2 .5 % 1 .0 % 0 .0 % 1 .0 % 1 0 0 .0 %
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（３）性・年齢

男女比率はおよそ４：６、年代別では 歳代が約３割で最も多いが、 歳代、 歳代30 20 40

もほぼ同程度となっている。

図表3-1-3 性・年齢

注釈）四捨五入の関係で、比率の合計は ％にならない場合がある。100

（４）滞在目的

就業に関するものが最も多く ％、次いで留学 ％、永住者 ％、日本人の配25.5 21.0 16.0

偶者等 ％となっている。10.0

統計上最も多い特別永住者の割合が非常に低くなっているが、実査場所が、領事館前な

ど在留期間に制約のある在留資格者が集まりやすい場所であったことが理由の一つとして

考えられる。また、一部の特別永住者がより一般的な用語である永住者を選択した可能性

もある。

図表3-1-4 滞在目的

0 1．外交 0 2 ．公用
0 3 ．就業
→ 0 1 ．教授 0 2 ．芸術 0 3 ．宗教 0 4 ．報道 0 5 ．投資･経営

0 6 ．法律･会計業務 0 7 ．医療 0 8 ．研究 0 9 ．教育 1 0 ．技術
1 1 ．人文知識･国際業務 1 2 ．企業内転勤 1 3 ．興行 1 4 ．技能

0 4 ．文化活動 0 5 ．留学 0 6 ．就学 0 7 ．研修 0 8 ．家族滞在 0 9 ．特定活動
1 0 ．永住者 1 1 ．特別永住者 1 2 ．日本人の配偶者等 1 3 ．永住者の配偶者等
1 4 ．定住者 1 5 ．短期滞在 1 6 ．未取得者 1 7 ．一時庇護
． （ ）1 8 その他→ 具体的に

注釈）四捨五入の関係で、比率の合計は ％にならない場合がある。100

1 0 代 2 0 代 3 0 代 4 0 代 5 0 代 6 0 代 7 0 代 無回答

男性 0 2 0 2 6 1 7 6 0 1 1 7 1 3 5 .5 %

女性 2 3 6 3 2 3 4 1 9 4 0 0 1 2 7 6 3 .5 %

無回答 0 0 0 0 1 1 0 0 2 1 .0 %

2 5 6 5 8 5 1 2 6 5 1 1 2 0 0 1 0 0 .0 %

1 .0 % 2 8 .0 % 2 9 .0 % 2 5 .5 % 1 3 .0 % 2 .5 % 0 .5 % 0 .5 % 1 0 0 .0 %

合計

合計

選択肢 0 1 .外交 0 2 .公用 0 3 .就業 0 4 .文化活動 0 5 .留学 0 6 .就学 0 7 .研修

回答数 0 2 5 1 0 4 2 1 3 0

比率（％） 0 .0 % 1 .0 % 2 5 .5 % 0 .0 % 2 1 .0 % 6 .5 % 0 .0 %

選択肢 0 8 .家族滞在 0 9 .特定活動 1 0 .永住者 1 1 .特別永住者 1 2 .日本人の配
偶者等

1 3 .永住者の配
偶者等 1 4 .定住者

回答数 1 9 2 3 2 3 2 0 3 5

比率（％） 9 .5 % 1 .0 % 1 6 .0 % 1 .5 % 1 0 .0 % 1 .5 % 2 .5 %

選択肢 1 5 .短期滞在 1 6 .未取得者 1 7 .一時庇護 1 8 .その他 合計

回答数 1 7 0 0 2 0 0

比率（％） 0 .5 % 3 .5 % 0 .0 % 0 .0 % 1 0 0 .0 %
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（５）在留期間

在留期間 年以上の人が ％と最も多いが、そのほかは、ばらけて分布している。10 31.0

図表3-1-5 在留期間

0 1．半年未満 0 2 ．半年以上１年未満 0 3 ．１－２年未満 0 4 ．２－３年未満
0 5 ．３－４年未満 0 6 ．４－５年未満 0 7 ．５－６年未満 0 8 ．６－７年未満
0 9 ．７－８年未満 1 0 ．８－９年未満 1 1 ．９－１０年未満 1 2 ．１０年以上

注釈）四捨五入の関係で、比率の合計は ％にならない場合がある。100

（６）年収

年収としては 万円未満の人が ％と最も多く、 万円以下で過半数を占める。100 26.5 400

所得水準が低い可能性もあるが、ほかの理由としては、主婦（日本人の配偶者）や、学生

（留学）など、年収が低い人が多く含まれることが考えられる。

図表3-1-6 年収

0 1 ．1 0 0 万円未満
0 2 ．1 0 0 万円以上2 0 0 万円未満 0 3 ．2 0 0 万円以上3 0 0 万円未満
0 4 ．3 0 0 万円以上4 0 0 万円未満 0 5 ．4 0 0 万円以上5 0 0 万円未満
0 6 ．5 0 0 万円以上6 0 0 万円未満 0 7 ．6 0 0 万円以上7 0 0 万円未満
0 8 ．7 0 0 万円以上8 0 0 万円未満 0 9 ．8 0 0 万円以上9 0 0 万円未満
1 0 ．9 0 0 万円以上1 0 0 0 万円未満 1 1 ．1 0 0 0 万円以上

注釈）四捨五入の関係で、比率の合計は ％にならない場合がある。100

選択肢 0 1 .半年未満 0 2 .半年以上１年
未満 0 3 .１－２年未満 0 4 .２－３年未満 0 5 .３－４年未満 0 6 .４－５年未満

回答数 3 1 1 2 0 1 6 1 1 1 9

比率（％） 1 .5 % 5 .5 % 1 0 .0 % 8 .0 % 5 .5 % 9 .5 %

選択肢 0 7 .５－６年未満 0 8 .６－７年未満 0 9 .７－８年未満 1 0 .８－９年未満 1 1 .９－1 0 年未満 1 2 .1 0 年以上 合計

回答数 2 0 2 2 8 3 5 6 2 2 0 0

比率（％） 1 0 .0 % 1 1 .0 % 4 .0 % 1 .5 % 2 .5 % 3 1 .0 % 1 0 0 .0 %

選択肢 0 1 .1 0 0 万円未満 0 2 .1 0 0 万円以上
2 0 0 万円未満

0 3 .2 0 0 万円以上
3 0 0 万円未満

0 4 .3 0 0 万円以上
4 0 0 万円未満

0 5 .4 0 0 万円以上
5 0 0 万円未満

0 6 .5 0 0 万円以上
6 0 0 万円未満

回答数 5 3 1 9 1 6 2 5 1 7 1 3

比率（％） 2 6 .5 % 9 .5 % 8 .0 % 1 2 .5 % 8 .5 % 6 .5 %

選択肢 0 7 .6 0 0 万円以上
7 0 0 万円未満

0 8 .7 0 0 万円以上
8 0 0 万円未満

0 9 .8 0 0 万円以上
9 0 0 万円未満

1 0 .9 0 0 万円以上
1 0 0 0 万円未満

1 1 .1 0 0 0 万円以
上 無回答 合計

回答数 1 2 1 3 4 5 8 1 5 2 0 0

比率（％） 6 .0 % 6 .5 % 2 .0 % 2 .5 % 4 .0 % 7 .5 % 1 0 0 .0 %
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（７）同居人数

単身者が ％、家族滞在者が ％となっており、友人と同居している割合はそれ34.5 55.5

ほど高くない。

友人が 人を超えるような回答は、学生寮またはそれに類する施設に居住しているも10

のと想定される。また、友人と同居していながら、家族とも同居している人は１名いた。

図表3-1-7 同居人数
選択肢 家族１人 家族２人 家族３人 家族４人 家族５人 家族７人 家族1 0 人以上

回答数 6 9 4 2 3 0 2 6 1 1 1 1

比率（％） 3 4 .5 % 2 1 .0 % 1 5 .0 % 1 3 .0 % 5 .5 % 0 .5 % 0 .5 %

選択肢 友人１人 友人２人 友人３人 友人４人 友人1 0 人以上 無回答 合計

回答数 3 8 7 2 1 2 2 0 0

比率（％） 1 .5 % 4 .0 % 3 .5 % 1 .0 % 0 .5 % 1 .0 % 1 0 0 .0 %
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２．海外への送金状況

（１）送金経験の有無

半数をやや下回る ％の人が１年間で海外への送金経験があると回答している。44.5

図表3-2-1 海外への送金経験

選択肢 0 1 .はい 0 2 .いいえ 合計

回答数 8 9 1 1 1 2 0 0

比率（％） 4 4 .5 % 5 5 .5 % 1 0 0 .0 %

注釈）四捨五入の関係で、比率の合計は ％にならない場合がある。100

（２）年間送金金額

１年間での送金回数は、最小１回から最大 回までに分布している。特に６回や 回15 12

が多く、１－２か月に１回の定期的な送金を行っている割合が高いと思われる。

図表3-2-2 送金額と送金回数

1 1 .5 2 2 .5 3 3 .5 4 4 .5 5 6 6 .5 7 1 0 1 0 .5 1 2 1 5 2 0 総計

1 1 1

2 1 1

2 .5 1 1 2

3 1 1

4 1 1

4 .5 1 1

5 1 2 2 2 7

6 1 1 2

7 1 1

7 .5 1 1

8 1 1

9 1 1

1 0 4 1 2 2 3 1 2 1 1 6

1 1 1 1

1 2 1 1 2

1 5 1 3 2 1 1 8

1 7 .5 1 1

2 0 1 2 1 1 1 1 2 1 1 0

2 5 3 3

3 0 3 2 1 1 1 1 1 1 1 1

4 0 1 1 2

4 5 1 1

5 0 3 1 2 6

7 0 1 1 2

8 0 1 1

1 0 0 1 2 3

1 5 0 1 1 2

総計 1 4 1 1 1 2 5 5 1 1 7 1 3 1 2 6 1 1 6 2 1 8 9

一回あた
りの送金
額

（万円）

年間送金回数
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、 、 。送金額と回数の積から年間送金金額を求めると 最低１万円 最大 万円であった1800

図表3-2-3 年間送金金額

注釈）四捨五入の関係で、比率の合計は ％にならない場合がある。100

在留資格別にみると、日本人の配偶者等、就業に関連する在留資格、永住者の在留資格

を有する人の送金金額が大きくなっている。また、留学もほぼ 万円に達している。100

図表3-2-4 在留資格別平均年間送金金額

1 0万円未満 1 0 万円以上
3 0 万円未満

3 0 万円以上
5 0 万円未満

5 0 万円以上
1 0 0 万円未満

回答数 3 1 4 1 4 2 3

比率（% ） 3 .4 % 1 5 .7 % 1 5 .7 % 2 5 .8 %

1 0 0 万円以上
3 0 0 万円未満

3 0 0 万円以上
5 0 0 万円未満 5 0 0 万円以上 合計

回答数 1 8 1 2 5 8 9

比率（% ） 2 0 .2 % 1 3 .5 % 5 .6 % 1 0 0 .0 %

該当数 １人あたりの
年間送金額（円） 該当数 １人あたりの

年間送金額（円）

0 1 .外交 0 － 0 －

0 2 .公用 1 5 5 0 ,0 0 0 2 2 7 5 ,0 0 0

0 3 .就業 3 1 2 ,1 9 0 ,0 0 0 5 1 1 ,3 3 1 ,1 7 6

0 4 .文化活動 0 － 0 －

0 5 .留学 9 9 7 6 ,6 6 7 4 2 2 0 9 ,2 8 6

0 6 .就学 2 1 0 0 ,0 0 0 1 3 1 5 ,2 8 5

0 7 .研修 0 － 0 －

0 8 .家族滞在 7 7 2 1 ,4 2 9 1 9 2 6 5 ,7 8 9

0 9 .特定活動 0 － 2 －

1 0 .永住者 1 8 1 ,6 2 0 ,2 7 8 3 2 9 1 1 ,4 0 6

1 1 .特別永住者 0 － 3 －

1 2 .日本人の配偶者等 1 2 3 ,2 1 6 ,0 4 2 2 0 1 ,9 2 9 ,6 2 5

1 3 .永住者の配偶者等 1 2 0 0 ,0 0 0 3 6 6 ,6 6 7

1 4 .定住者 2 4 0 0 ,0 0 0 5 1 6 0 ,0 0 0

1 5 .短期滞在 1 1 ,4 0 0 ,0 0 0 1 1 ,4 0 0 ,0 0 0

1 6 .未取得者 5 7 9 9 ,0 0 0 7 5 7 0 ,7 1 4

1 7 .一時庇護 0 － 0 －

1 8 .その他 0 － 0 －

査証
送金者 回答者
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送金手数料は、 円が最も多く ％、続いて０円が ％となっている。1,000-2,500 39.3 20.2

図表3-2-5 １回あたり送金手数料

注釈）四捨五入の関係で、比率の合計は ％にならない場合がある。100

手数料の支払方法としては、送金金額と別途支払うとの回答が過半数を占めたが、わか

らないとの回答も多くなっている。

図表3-2-6 手数料の支払方法

0 1．送金額から差し引かれる 0 2 ．送金額とは別途支払う 0 3 ．わからない

注釈）四捨五入の関係で、比率の合計は ％にならない場合がある。100

年収と送金金額の間には、明確な関連性は見受けられない。

図表3-2-7 年収と性別と平均年間送金金額

注釈）四捨五入の関係で、比率の合計は ％にならない場合がある。100

選択肢 ０円 １-1 ,0 0 0 円未満 1 ,0 0 0 -2 ,5 0 0 円
未満

2 ,5 0 0 -5 ,0 0 0 円
未満

5 ,0 0 0 -7 ,5 0 0 円
未満

回答数 1 8 0 3 5 1 2 3

比率（％） 2 0 .2 % 0 .0 % 3 9 .3 % 1 3 .5 % 3 .4 %

選択肢 7 ,5 0 0 -1 0 ,0 0 0
円未満 1 0 ,0 0 0 円以上 無回答 合計

回答数 0 0 2 1 8 9

比率（％） 0 .0 % 0 .0 % 2 3 .6 % 1 0 0 .0 %

選択肢 0 1 .送金額から
差し引かれる

0 2 .送金額とは
別途支払う 0 3 .わからない 無回答 合計

回答数 1 4 4 6 2 3 6 8 9

比率（％） 1 5 .7 % 5 1 .7 % 2 5 .8 % 6 .7 % 1 0 0 .0 %

回答者数 年間平均送金金額
（円） 回答者数 年間平均送金金額

（円） 回答者数 年間平均送金金額
（円）

0 1 .1 0 0 万円未満 1 2 0 0 ,0 0 0 7 1 ,3 8 5 ,7 1 4 0

0 2 .1 0 0 万円以上2 0 0 万円未満 2 9 ,1 5 0 ,0 0 0 3 1 8 3 ,3 3 3 0

0 3 .2 0 0 万円以上3 0 0 万円未満 2 1 ,1 7 0 ,0 0 0 2 2 7 5 ,0 0 0 0

0 4 .3 0 0 万円以上4 0 0 万円未満 7 5 3 5 ,7 1 4 8 5 7 5 ,6 2 5 1 1 2 5 ,0 0 0

0 5 .4 0 0 万円以上5 0 0 万円未満 3 1 ,8 3 6 ,6 6 7 8 1 ,2 0 4 ,3 7 5 0

0 6 .5 0 0 万円以上6 0 0 万円未満 3 9 1 6 ,6 6 7 6 7 2 6 ,2 5 0 0

0 7 .6 0 0 万円以上7 0 0 万円未満 4 1 ,9 0 0 ,0 0 0 5 1 ,7 1 0 ,0 0 0 0

0 8 .7 0 0 万円以上8 0 0 万円未満 1 7 ,5 0 0 ,0 0 0 6 5 ,9 5 0 ,0 0 0 0

0 9 .8 0 0 万円以上9 0 0 万円未満 0 0 1 2 ,0 0 0 ,0 0 0 0

1 0 .9 0 0 万円以上1 0 0 0 万円未満 2 2 ,4 2 5 ,0 0 0 2 1 ,0 5 0 ,0 0 0 0

1 1 .1 0 0 0 万円以上 2 2 ,7 1 0 ,0 0 0 5 3 ,0 8 0 ,0 0 0 0

無回答 2 6 2 5 ,0 0 0 6 6 4 8 ,3 3 3 0

合計 2 9 2 ,0 5 0 ,6 9 0 5 9 1 ,6 4 4 ,7 0 3 1 1 2 5 ,0 0 0

男性 女性 無回答
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（３）送金相手

送金相手は両親（母・父）が ％とほぼ半数を占めて最も多く、次いで子 ％、46.1 18.0

兄弟姉妹 ％、自分 ％となっている。15.7 11.2

図表3-2-8 送金相手との関係

0 1．夫／妻 0 2 ．母／父 0 3 ．子 0 4 ．兄弟／姉妹 0 5 ．祖父母 0 6 ．親戚
． （ ） ． （【 】 ）0 7 自分 本国の口座等 0 8 そのほか 具体的に

注釈）四捨五入の関係で、比率の合計は ％にならない場合がある。100

送金相手の所在地は、すべて大韓民国であった。

図表3-2-9 送金相手の所在地

0 1．中華人民共和国 0 2 ．大韓民国 0 3 ．台湾 0 4 ．香港 0 5 ．マカオ
． （【 】 ）0 6 そのほかの国・地域 具体的に

注釈）四捨五入の関係で、比率の合計は ％にならない場合がある。100

選択肢 0 1 .夫/妻 0 2 .母/父 0 3 .子 0 4 .兄弟/姉妹 0 5 .祖父母

回答数 4 4 1 1 6 1 4 0

比率（％） 4 .5 % 4 6 .1 % 1 8 .0 % 1 5 .7 % 0 .0 %

選択肢 0 6 .親戚 0 7 .自分（本国
の口座等） 0 8 .そのほか 無回答 合計

回答数 2 1 0 2 0 8 9

比率（％） 2 .2 % 1 1 .2 % 2 .2 % 0 .0 % 1 0 0 .0 %

選択肢 0 1 .中華人民
共和国 0 2 .大韓民国 0 3 .台湾 0 4 .香港 0 5 .マカオ 0 6 .そのほか

の国・地域 合計

回答数 0 8 9 0 0 0 0 8 9

比率（％） 0 .0 % 1 0 0 .0 % 0 .0 % 0 .0 % 0 .0 % 0 .0 % 1 0 0 .0 %
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（４）送金目的

送金目的としては「食料・日用品購入代金の支払いのため」が最も多く約６割を占め、

続いて「貯金のため」が約３割であった。

図表3-2-10 送金目的

0 1．受取人の食料・日用品購入代金の支払いのため
0 2 ．受取人の教育費支払いのため
0 3 ．受取人の家賃支払いのため
0 4 ．受取人の医療費支払いのため
0 5 ．受取人の家屋修繕費支払いのため
0 6 ．貯金のため
0 7 ．既往借り入れ返済のため
0 8 ．資産購入代金の支払いのため
0 9 ．そのほか（ 具体的に】 ）【

生活費のみを送金する人が送金者の４割を占める一方、全く生活費送金を行わない人も

。 、 。１割強であった 回答が難しい内容であるため 無回答者の割合も非常に高くなっている

図表3-2-11 送金金額中の生活費の割合

注釈）四捨五入の関係で、比率の合計は ％にならない場合がある。100

選択肢 0 % 1 -1 0 % 未満 1 0 -2 0 % 未満 2 0 -4 0 % 未満 4 0 -6 0 % 未満
回答数 1 2 0 1 4 6

比率（％） 1 3 .5 % 0 .0 % 1 .1 % 4 .5 % 6 .7 %
選択肢 6 0 -8 0 % 未満 8 0 -1 0 0 % 未満 1 0 0 % 無回答 合計
回答数 4 0 3 5 2 7 8 9

比率（％） 4 .5 % 0 .0 % 3 9 .3 % 3 0 .3 % 1 0 0 .0 %

選択肢
0 1 .受取人の食料・
日用品購入代金の支
払いのため

0 2 .受取人の教育費
支払いのため

0 3 .受取人の家賃支
払いのため

0 4 .受取人の医療費
支払いのため

0 5 .受取人の家屋修
繕費支払いのため

回答数 5 6 1 2 1 5 0

比率（％） 6 2 .9 % 1 3 .5 % 1 .1 % 5 .6 % 0 .0 %

選択肢 0 6 .貯金のため 0 7 .既往借り入れ返
済のため

0 8 .資産購入代金の
支払いのため 0 9 .そのほか 合計

回答数 2 4 8 2 5 8 9

比率（％） 2 7 .0 % 9 .0 % 2 .2 % 5 .6 % 1 0 0 .0 %
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（５）送金方法

利用する送金方法として最も多かったのは「お店（スーパー、レンタルビデオ店等）に

現金を預託」で ％であった 「友人、知り合いに現金を預託」の ％も含めると、32.6 16.9。

現金を誰かに預託する形態がほぼ半数となっている。送金専門業者の ％もほぼ同様14.6

の形態と想定される。

銀行利用は ％にとどまり、郵便局利用の ％を加えても少数派であることから、30.3 3.4

韓国・朝鮮籍者にとっては、現金の預託が一般的な送金方法であることがわかる。

図表3-2-12 送金方法

0 1．銀行窓口を通じた相手先口座への送金（ 銀行名称】 銀行） 年 回利用【
※ＡＴＭ、インターネット送金、テレフォンバンキングを含む 年 回利用

0 2 ．送金専門業者（W estern U n ion、M on eyG ram 、Lloyd s等） 年 回利用
0 3 ．銀行の発行する国際キャッシュカード 年 回利用
0 4 ．郵便局の窓口を通じた相手先口座への送金 年 回利用
0 5 ．クレジットカード・プリペイドカード 年 回利用
0 6 ．現金・小切手等の郵送 年 回利用
0 7 ．友人、知り合いに現金を預託 年 回利用
0 8 ．そのほか（ 具体的に】 ）【

選択肢 0 1 .銀行窓口を通じた相
手先口座への送金 0 2 .送金専門業者 0 3 .銀行の発行する国際

キャッシュカード
0 4 .郵便局の窓口を通じ
た相手先口座への送金

0 5 .クレジットカード・
プリペイドカード

回答数 2 7 1 3 4 3 0

比率（％） 3 0 .3 % 1 4 .6 % 4 .5 % 3 .4 % 0 .0 %

選択肢 0 6 .現金・小切手等の郵
送

0 7 .友人、知り合いに現
金を預託 0 8 .そのほか 0 9 .お店に預託 合計

回答数 0 1 5 7 2 9 8 9

比率（％） 0 .0 % 1 6 .9 % 7 .9 % 3 2 .6 % 1 0 0 .0 %
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以前に比べて送金方法が変化した人は 人（ ％）で、うち７人が今年変えたと回13 14.6

答している。残る６人は昨年に３人、３年以上前に２人、無回答が１人である。

また、新しい送金方法の利用を始めたのは３人（ ％）で、そのほかのほとんど全て3.4

は、大きな変化はないとの回答であった。

図表3-2-13 送金方法の変更

以前の方法 現在の方法 送金方法を選択・変更する際に重視するポイント

銀行 友人預託 送金の早さ

銀行 そのほか（お店に預託） 勤務地、住居から近い／安い手数料

銀行 そのほか（お店に預託） 安い手数料

友人預託 銀行 送金の早さ／安い手数料

そのほか 銀行、そのほか（お店に預託） 勤務地、住居から近い／信頼できる／安い手数料

そのほか 銀行 信頼できる／送金の早さ／安い手数料

そのほか 銀行 送金の早さ

- 銀行 勤務地、住居から近い／手続きの容易さ

- 送金業者 信頼できる

- キャッシュカード 安い両替レート

- 郵便局 勤務地、住居から近い

- 友人預託 安い手数料／安い両替レート／手続きの容易さ

- そのほか（お店に預託） 送金の早さ／安い手数料／手続きの容易さ
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送金方法の選択において最も重視されているのは、送金の早さであり、次いで信頼でき

る、安い手数料と続いている。

図表3-2-14 送金方法の選択における重視ポイント

0 1 （送金手続き場所が）勤務地、住居から近い．
0 2 （受け取り場所が）送金先から近い．
0 3 ．信頼できる
0 4 ．送金の早さ
0 5 ．安い手数料
0 6 ．安い両替レート
0 7 ．口座維持コストが安い
0 8 ．手続きの容易さ
0 9 ．言語上の対応がスムーズ
1 0 ．友人・家族の推薦
1 1 ．人材派遣会社の推薦
1 2 ．日本の雇用主の推薦
1 3 ．そのほか（ 具体的に】 ）【

送金に用いている通貨は、無回答を除くとすべて日本円であった。

図表3-2-15 送金通貨

0 1．日本円 0 2 ．中国元 0 3 ．韓国ウォン 0 4 ．米国ドル
0 5 ．そのほかの通貨（ 具体的に】 ）【

注釈）四捨五入の関係で、比率の合計は ％にならない場合がある。100

選択肢 0 1 .日本円 0 2 .中国元 0 3 .韓国ウォン 0 4 .米国ドル 0 5 .そのほかの
通貨 無回答 合計

回答数 8 8 0 0 0 0 1 8 9

比率（％） 9 8 .9 % 0 .0 % 0 .0 % 0 .0 % 0 .0 % 1 .1 % 1 0 0 .0 %

選択肢

0 1 .（送金手続
場所が）勤務
地、住居から近
い

0 2 .（受け取り
場所が）送金先
から近い

0 3 .信頼できる 0 4 .送金の早さ 0 5 .安い手数料 0 6 .安い両替
レート

0 7 .口座維持コ
ストが安い

回答数 1 4 4 2 9 3 7 2 9 4 0

比率（％） 1 5 .7 % 4 .5 % 3 2 .6 % 4 1 .6 % 3 2 .6 % 4 .5 % 0 .0 %

選択肢 0 8 .手続きの容
易さ

0 9 .言語上の対
応がスムーズ

1 0 .友人・家族
の推薦

1 1 .人材派遣会
社の推薦

1 2 .日本の雇用
主の推薦 1 3 .そのほか 無回答 合計

回答数 2 3 9 1 0 0 4 1 8 9

比率（％） 2 5 .8 % 1 0 .1 % 1 .1 % 0 .0 % 0 .0 % 4 .5 % 1 .1 % 1 0 0 .0 %
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送金方法と送金手数料をみると、送金専門会社、お店に預託、そのほか（ 送金業者」「

等）では、送金手数料が 円未満と安価になっている。1,000

図表3-2-16 送金手数料と送金方法

注釈）四捨五入の関係で、比率の合計は ％にならない場合がある。100

回答者数 送金手数料（円）

0 1 .銀行窓口を通じた相手先口座への送金 2 4 2 ,7 0 0

0 2 .送金専門業者 1 2 9 1 7

0 3 .銀行の発行する国際キャッシュカード 3 1 ,6 6 7

0 4 .郵便局の窓口を通じた相手先口座への送金 2 1 ,5 0 0

0 5 .クレジットカード・プリペイドカード 0 －

0 6 .現金・小切手等の郵送 0 －

0 7 .友人、知り合いに現金を預託 1 1 1 ,8 9 1

0 8 .そのほか 6 8 3 3

0 9 .お店に預託 1 9 9 2 1
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３．帰国時の現金持ち帰り状況

（１）帰国の状況

。 。最後の帰国時期はほぼまんべんなくばらけている 帰国経験がない人は ％である14.1

図表3-3-1 帰国時期

0 1．ここ１か月以内 0 2 ．１か月以上３か月以内前 0 3 ．３か月以上半年以内前
0 4 ．半年以上１年以内前 0 5 ．１年以上２年以内前 0 6 ．２年以上３年以内前
0 7 ．３年以上前 0 8 ．帰国経験無し

注釈）四捨五入の関係で、比率の合計は ％にならない場合がある。100

この際の帰国日数もばらけているが、１週間から 日程度がやや多くなっている。10

図表3-3-2 帰国日数

0 1．３日未満 0 2 ．３日以上５日未満 0 3 ．５日以上７日未満
0 4 ．７日以上１０日未満 0 5 ．１０日以上半月未満 0 6 ．半月以上１か月未満
0 7 ．１か月以上３か月未満 0 8 ．３か月以上半年未満 0 9 ．半年以上１年未満
1 0 ．１年以上

注釈）四捨五入の関係で、比率の合計は ％にならない場合がある。100

選択肢 0 1 .ここ１ヶ月
以内

0 2 .１ヶ月以上
３ヶ月以内前

0 3 .３ヶ月以上
半年以内前

0 4 .半年以上１
年以内前

0 5 .１年以上２
年以内前

回答数 2 6 2 4 3 3 4 0 3 7

比率（％） 1 3 .0 % 1 2 .0 % 1 6 .5 % 2 0 .0 % 1 8 .5 %

選択肢 0 6 .２年以上３
年以内前 0 7 .３年以上前 0 8 .帰国経験無

し 合計

回答数 7 1 0 2 3 2 0 0

比率（％） 3 .5 % 5 .0 % 1 1 .5 % 1 0 0 .0 %

選択肢 0 1 .３日未満 0 2 .３日以上５
日未満

0 3 .５日以上７
日未満

0 4 .７日以上1 0
日未満

0 5 .1 0 日以上半
月未満

0 6 .半月以上１
か月未満

回答数 6 1 7 3 0 4 0 3 6 2 5

比率（％） 3 .0 % 8 .5 % 1 5 .0 % 2 0 .0 % 1 8 .0 % 1 2 .5 %

選択肢 0 7 .１か月以上
３か月未満

0 8 .３か月以上
半年未満

0 9 .半年以上１
年未満 1 0 .１年以上 無回答 合計

回答数 1 6 1 3 2 2 4 2 0 0

比率（％） 8 .0 % 0 .5 % 1 .5 % 1 .0 % 1 2 .0 % 1 0 0 .0 %
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帰国頻度は、１年に１回というのが最も多く、続いて半年に１回である。

図表3-3-3 帰国頻度

0 1．１か月に１回ペース 0 2 ．３か月に１回ペース 0 3 ．半年に１回ペース
0 4 ．１年に１回ペース 0 5 ．２年に１回ペース 0 6 ．３年に１回ペース
0 7 ．それ以上の長期に１回ペース

注釈）四捨五入の関係で、比率の合計は ％にならない場合がある。100

（２）持ち帰り金額

人のうち 人が帰国した際に現金を持ち帰っており、最低０円から最大 万円172 166 500

で平均は 円となっている。このうち、生活費として家族に渡した金額としては、295,669

０円をはじめ 万円未満が最も多く ％を占め、平均で 円であった。また、帰10 77.9 58,389

国頻度にて帰国時に持ち帰る現金を年額換算すると、平均 円となっている。705,921

図表3-3-4 帰国時に持ち帰る金額

帰国時に持ち帰る 帰国時に持ち帰る
平均金額 うち生活費金額 平均金額（年額換算）

金額（円） 2 9 5 ,6 6 9 円 5 8 ,3 8 9 円 7 0 5 ,9 2 1 円

選択肢 0 1 .１か月に１回
ペース

0 2 .３か月に１回
ペース

0 3 .半年に１回
ペース

0 4 .１年に１回
ペース

0 5 .２年に１回
ペース

回答数 6 2 1 3 8 7 5 1 8

比率（％） 3 .0 % 1 0 .5 % 1 9 .0 % 3 7 .5 % 9 .0 %

選択肢 0 6 .３年に１回
ペース

0 7 .それ以上の長
期に１回ペース 無回答 合計

回答数 3 1 5 2 4 2 0 0

比率（％） 1 .5 % 7 .5 % 1 2 .0 % 1 0 0 .0 %
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東京圏と大阪圏での回答比較４．

（１）出身地域

出身地域については、東京と大阪で大きな違いは見られなかった。

図表3-4-1 出身地域

0 1．ソウル市 0 2 ．釜山市 0 3 ．大邱市 0 4．仁川市 0 5 ．光州市
0 6 ．大田市 0 7 ．蔚山市
0 8 ．京畿道 0 9 ．江原道 1 0 ．忠清北道 1 1．忠清南道 1 2 ．全羅北道
1 3 ．全羅南道 1 4 ．慶尚北道 1 5 ．慶尚南道 1 6．済州道
1 7 ．そのほか（ 具体的に】 ）【

注釈）四捨五入の関係で、比率の合計は ％にならない場合がある。100

選択肢

調査地点 東京 大阪 東京 大阪 東京 大阪 東京 大阪 東京 大阪 東京 大阪 東京 大阪

回答数 4 9 2 5 1 3 7 2 1 8 3 9 2 1 1 1 0

比率（％） 3 2 .7 % 5 0 .0 % 8 .7 % 1 4 .0 % 1 .3 % 2 .0 % 5 .3 % 6 .0 % 6 .0 % 4 .0 % 0 .7 % 2 .0 % 0 .7 % 0 .0 %

選択肢

調査地点 東京 大阪 東京 大阪 東京 大阪 東京 大阪 東京 大阪 東京 大阪 東京 大阪

回答数 2 2 3 3 0 4 4 5 0 6 0 4 0 8 0

比率（％） 1 4 .7 % 6 .0 % 2 .0 % 0 .0 % 2 .7 % 8 .0 % 3 .3 % 0 .0 % 4 .0 % 0 .0 % 2 .7 % 0 .0 % 5 .3 % 0 .0 %

選択肢

調査地点 東京 大阪 東京 大阪 東京 大阪 東京 大阪 東京 大阪

回答数 8 1 5 2 2 0 0 1 1 5 0 5 0

比率（％） 5 .3 % 2 .0 % 3 .3 % 4 .0 % 1 .3 % 0 .0 % 0 .0 % 2 .0 % 1 0 0 .0 % 1 0 0 .0 %

合計1 5 .慶尚南道 1 6 .済州道 1 7 .そのほか 無回答

0 5 .光州市 0 6 .大田市 0 7 .蔚山市

0 8 .京畿道 0 9 .江原道 1 0 .忠清北道 1 1 .忠清南道 1 2 .全羅北道 1 3 .全羅南道 1 4 .慶尚北道

0 1 .ソウル市 0 2 .釜山市 0 3 .大邱市 0 4 .仁川市
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（２）滞在目的

28.0 12.0 32.0東京では就業に関連する在留資格 ％ や家族滞在 ％ 大阪では永住者（ ） （ ）、 （

％）の割合が比較的高い違いがみられる。

統計上では韓国・朝鮮籍者の ％が特別永住者であり、特に西日本の都市ではその76.0

。 、 、比率が非常に高いことが知られている しかし 実査では特別永住者の比率が非常に低く

特に大阪での実査では特別永住者である方が、一般的な用語としての永住者と回答された

可能性も考えられる。

図表3-4-2 滞在目的

0 1．外交 0 2 ．公用
0 3 ．就業
→ 0 1 ．教授 0 2 ．芸術 0 3 ．宗教 0 4 ．報道 0 5 ．投資･経営

0 6 ．法律･会計業務 0 7 ．医療 0 8 ．研究 0 9 ．教育 1 0 ．技術
1 1 ．人文知識･国際業務 1 2 ．企業内転勤 1 3 ．興行 1 4 ．技能

0 4 ．文化活動 0 5 ．留学 0 6 ．就学 0 7 ．研修 0 8 ．家族滞在 0 9 ．特定活動
1 0 ．永住者 1 1 ．特別永住者 1 2 ．日本人の配偶者等 1 3 ．永住者の配偶者等
1 4 ．定住者 1 5 ．短期滞在 1 6 ．未取得者 1 7 ．一時庇護
． （ ）1 8 その他→ 具体的に

注釈）四捨五入の関係で、比率の合計は ％にならない場合がある。100

選択肢

調査地点 東京 大阪 東京 大阪 東京 大阪 東京 大阪 東京 大阪 東京 大阪 東京 大阪

回答数 0 0 0 2 4 2 9 0 0 3 5 7 7 6 0 0

比率（％） 0 .0 % 0 .0 % 0 .0 % 4 .0 % 2 8 .0 % 1 8 .0 % 0 .0 % 0 .0 % 2 3 .3 % 1 4 .0 % 4 .7 % 1 2 .0 % 0 .0 % 0 .0 %

選択肢

調査地点 東京 大阪 東京 大阪 東京 大阪 東京 大阪 東京 大阪 東京 大阪 東京 大阪

回答数 1 8 1 2 0 1 6 1 6 3 0 1 5 5 1 2 3 2

比率（％） 1 2 .0 % 2 .0 % 1 .3 % 0 .0 % 1 0 .7 % 3 2 .0 % 2 .0 % 0 .0 % 1 0 .0 % 1 0 .0 % 0 .7 % 4 .0 % 2 .0 % 4 .0 %

選択肢

調査地点 東京 大阪 東京 大阪 東京 大阪 東京 大阪 東京 大阪

回答数 1 0 7 0 0 0 0 0 1 5 0 5 0

比率（％） 0 .7 % 0 .0 % 4 .7 % 0 .0 % 0 .0 % 0 .0 % 0 .0 % 0 .0 % 1 0 0 .0 % 1 0 0 .0 %

1 4 .定住者

1 5 .短期滞在 1 6 .未取得者 1 7 .一時庇護 1 8 .その他

1 0 .永住者 1 1 .特別永住者 1 2 .日本人の配偶者等 1 3 .永住者の配偶者等

0 7 .研修

合計

0 1 .外交 0 2 .公用 0 3 .就業 0 4 .文化活動 0 5 .留学 0 6 .就学

0 8 .家族滞在 0 9 .特定活動
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（３）在留期間

大阪では在留２年未満の短期間の在留者の割合が多めになっているが、 年以上の在10

留期間の方が最も多いことなど、大きな違いはみられない。

図表3-4-3 在留期間

0 1．半年未満 0 2 ．半年以上１年未満 0 3 ．１－２年未満 0 4 ．２－３年未満
0 5 ．３－４年未満 0 6 ．４－５年未満 0 7 ．５－６年未満 0 8 ．６－７年未満
0 9 ．７－８年未満 1 0 ．８－９年未満 1 1 ．９－１０年未満 1 2 ．１０年以上

注釈）四捨五入の関係で、比率の合計は ％にならない場合がある。100

0 %

5 %

1 0 %

1 5 %

2 0 %
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満
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年
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0 6
.４
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0 7
.５
－
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年
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満

0 8
.６
－
７
年
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満

0 9
.７
－
８
年
未
満

1 0
.８
－
９
年
未
満

1 1
.９
－
1 0
年
未
満

1 2
.1
0 年
以
上

東京 大阪

選択肢

調査地点 東京 大阪 東京 大阪 東京 大阪 東京 大阪 東京 大阪 東京 大阪

回答数 3 0 8 3 1 1 9 1 4 2 9 2 1 6 3

比率（％） 2 .0 % 0 .0 % 5 .3 % 6 .0 % 7 .3 % 1 8 .0 % 9 .3 % 4 .0 % 6 .0 % 4 .0 % 1 0 .7 % 6 .0 %

選択肢

調査地点 東京 大阪 東京 大阪 東京 大阪 東京 大阪 東京 大阪 東京 大阪 東京 大阪

回答数 1 4 6 1 8 4 6 2 2 1 5 0 4 4 1 8 1 5 0 5 0

比率（％） 9 .3 % 1 2 .0 % 1 2 .0 % 8 .0 % 4 .0 % 4 .0 % 1 .3 % 2 .0 % 3 .3 % 0 .0 % 2 9 .3 % 3 6 .0 % 1 0 0 .0 % 1 0 0 .0 %

0 1 .半年未満

0 7 .５－６年未満 0 8 .６－７年未満 0 9 .７－８年未満 1 0 .８－９年未満

0 2 .半年以上１年未満 0 3 .１－２年未満 0 4 .２－３年未満

合計

0 5 .３－４年未満 0 6 .４－５年未満

1 1 .９－1 0 年未満 1 2 .1 0 年以上
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（４）年収

大阪の方がやや年収が高めに分布しているが、 万円未満が最も多いことなど、大き100

な違いはみられない。

図表3-4-4 年収

0 1 ．1 0 0 万円未満
0 2 ．1 0 0 万円以上2 0 0 万円未満 0 3 ．2 0 0 万円以上3 0 0 万円未満
0 4 ．3 0 0 万円以上4 0 0 万円未満 0 5 ．4 0 0 万円以上5 0 0 万円未満
0 6 ．5 0 0 万円以上6 0 0 万円未満 0 7 ．6 0 0 万円以上7 0 0 万円未満
0 8 ．7 0 0 万円以上8 0 0 万円未満 0 9 ．8 0 0 万円以上9 0 0 万円未満
1 0 ．9 0 0 万円以上1 0 0 0 万円未満 1 1 ．1 0 0 0 万円以上

注釈）四捨五入の関係で、比率の合計は ％にならない場合がある。100
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上
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上
8 0
0 万
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.8
0 0
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上
9 0
0 万
円
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満

1 0
.9
0 0
万
円
以
上
1 0
0 0
万
円
未
満

1 1
.1
0 0
0 万
円
以
上

無
回
答

東京 大阪

選択肢

調査地点 東京 大阪 東京 大阪 東京 大阪 東京 大阪 東京 大阪 東京 大阪

回答数 4 1 1 2 1 6 3 1 3 3 1 9 6 1 2 5 1 0 3

比率（％） 2 7 .3 % 2 4 .0 % 1 0 .7 % 6 .0 % 8 .7 % 6 .0 % 1 2 .7 % 1 2 .0 % 8 .0 % 1 0 .0 % 6 .7 % 6 .0 %

選択肢

調査地点 東京 大阪 東京 大阪 東京 大阪 東京 大阪 東京 大阪 東京 大阪 東京 大阪

回答数 7 5 9 4 3 1 1 4 5 3 1 4 1 1 5 0 5 0

比率（％） 4 .7 % 1 0 .0 % 6 .0 % 8 .0 % 2 .0 % 2 .0 % 0 .7 % 8 .0 % 3 .3 % 6 .0 % 9 .3 % 2 .0 % 1 0 0 .0 % 1 0 0 .0 %

1 0 .9 0 0 万円以上
1 0 0 0 万円未満 合計

0 4 .3 0 0 万円以上
4 0 0 万円未満

0 5 .4 0 0 万円以上
5 0 0 万円未満

0 6 .5 0 0 万円以上
6 0 0 万円未満

1 1 .1 0 0 0 万円以上 無回答

0 1 .1 0 0 万円未満 0 2 .1 0 0 万円以上
2 0 0 万円未満

0 3 .2 0 0 万円以上
3 0 0 万円未満

0 7 .6 0 0 万円以上
7 0 0 万円未満

0 8 .7 0 0 万円以上
8 0 0 万円未満

0 9 .8 0 0 万円以上
9 0 0 万円未満
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（５）送金経験の有無

東京では送金した人が ％であったのに対し、大阪では ％と過半数となった。36.7 68.0

送金経験は東京と大阪で大きな違いが見られる。

図表3-4-5 海外への送金経験

年間送金金額をみると、やや大阪の方が金額が多いともみえるが、年収等とも重ね合わ

せると、送金性向には大きな違いはみられない。

図表3-4-6 年間送金金額

選択肢

調査地点 東京 大阪 東京 大阪 東京 大阪
回答数 5 5 3 4 9 5 1 6 1 5 0 5 0

比率（％） 3 6 .7 % 6 8 .0 % 6 3 .3 % 3 2 .0 % 1 0 0 .0 % 1 0 0 .0 %

0 1 .はい 0 2 .いいえ 合計

調査地点 東京 大阪 東京 大阪 東京 大阪 東京 大阪

回答数 2 1 1 0 4 1 0 4 1 4 9

比率（% ） 3 .6 % 2 .9 % 1 8 .2 % 1 1 .8 % 1 8 .2 % 1 1 .8 % 2 5 .5 % 2 6 .5 %

調査地点 東京 大阪 東京 大阪 東京 大阪 東京 大阪

回答数 1 0 8 7 5 2 3 5 5 3 4

比率（% ） 1 8 .2 % 2 3 .5 % 1 2 .7 % 1 4 .7 % 3 .6 % 8 .8 % 1 0 0 .0 % 1 0 0 .0 %

1 0 0 万円以上
3 0 0 万円未満

3 0 0 万円以上
5 0 0 万円未満 5 0 0 万円以上 合計

1 0 万円未満 1 0 万円以上
3 0 万円未満

3 0 万円以上
5 0 万円未満

5 0 万円以上
1 0 0 万円未満
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Ⅳ．中国向け送金を対象としたアンケート調査結果
１．回答者の属性

（１）出身地域

、 、 、上海市および遼寧省が並んで最も多く ％ 続いて福建省 ％ 黒竜江省 ％16.8 12.0 9.8

北京市 ％となっている。全体として東北地域の割合が高いが、外国人統計による出身8.5

地域とも近い。

図表4-1-1 出身地域

0 1．北京市 0 2 ．上海市 0 3 ．天津市 0 4 ．重慶市
0 5 ．河南省 0 6 ．河北省 0 7 ．山西省 0 8 ．山東省
0 9 ．安徽省 1 0 ．湖北省 1 1 ．江西省 1 2 ．江蘇省 1 3 ．浙江省
1 4 ．海南省 1 5 ．湖南省 1 6 ．広西壮族自治区 1 7 ．広東省 1 8 ．福建省
1 9 ．吉林省 2 0 ．黒龍江省 2 1 ．遼寧省
2 2 ．甘粛省 2 3 ．新疆ウイグル自治区 2 4 ．青海省 2 5 ．内蒙古自治区
2 6 ．陜西省 2 7 ．寧夏回族自治区
2 8 ．雲南省 2 9 ．貴州省 3 0 ．四川省 3 1 ．チベット自治区
3 2 ．香港特別行政区 3 3 ．マカオ特別行政区

注釈）四捨五入の関係で、比率の合計は ％にならない場合がある。100

選択肢 0 1 .北京市 0 2 .上海市 0 3 .天津市 0 4 .重慶市 0 5 .河南省 0 6 .河北省 0 7 .山西省

回答数 3 4 6 7 1 7 6 9 2 1

比率（％） 8 .5 % 1 6 .8 % 4 .3 % 1 .5 % 2 .3 % 0 .5 % 0 .3 %

選択肢 0 8 .山東省 0 9 .安徽省 1 0 .湖北省 1 1 .江西省 1 2 .江蘇省 1 3 .浙江省 1 4 .海南省

回答数 1 7 6 5 1 1 2 6 0

比率（％） 4 .3 % 1 .5 % 1 .3 % 0 .3 % 3 .0 % 1 .5 % 0 .0 %

選択肢 1 5 .湖南省 1 6 .広西壮族自
治区 1 7 .広東省 1 8 .福建省 1 9 .吉林省 2 0 .黒龍江省 2 1 .遼寧省

回答数 2 3 9 4 8 2 8 3 9 6 7

比率（％） 0 .5 % 0 .8 % 2 .3 % 1 2 .0 % 7 .0 % 9 .8 % 1 6 .8 %

選択肢 2 2 .甘粛省 2 3 .新疆ウイグ
ル自治区 2 4 .青海省 2 5 .内蒙古自治

区 2 6 .陝西省 2 7 .寧夏回族自
治区 2 8 .雲南省

回答数 0 2 0 1 0 1 1 0

比率（％） 0 .0 % 0 .5 % 0 .0 % 2 .5 % 0 .3 % 0 .3 % 0 .0 %

選択肢 2 9 .貴州省 3 0 .四川省 3 1 .チベット自
治区

3 2 .香港特別行
政区

3 3 .マカオ特別
行政区 合計

回答数 0 4 0 3 0 4 0 0

比率（％） 0 .0 % 1 .0 % 0 .0 % 0 .8 % 0 .0 % 1 0 0 .0 %
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（２）居住地

東京都が最も多く、続いて埼玉県であるが、主要な調査場所が池袋であったことと関係

すると思われる。南関東以外からの来訪者も多く、活動範囲が広範囲なことが伺える。

図表4-1-2 居住地域

0 1．東京都 0 2 ．埼玉県 0 3 ．千葉県 0 4 ．神奈川県
0 5 ．大阪府 0 6 ．京都府 0 7 ．兵庫県
0 8 ．そのほか道県（ 具体的に】 道・県）【

注釈）四捨五入の関係で、比率の合計は ％にならない場合がある。100

（３）性・年齢

男女比ではやや男性の方が多いが、それほど大きな差はみられない。年代では 歳代20

が多く、 歳代もそれに続く。30

図表4-1-3 性・年齢

注釈）四捨五入の関係で、比率の合計は ％にならない場合がある。100

選択肢 0 1 .東京都 0 2 .埼玉県 0 3 .千葉県 0 4 .神奈川県

回答数 2 8 4 7 0 2 0 1 3

比率（％） 7 1 .0 % 1 7 .5 % 5 .0 % 3 .3 %

選択肢 0 5 .大阪府 0 6 .京都府 0 7 .兵庫県 0 8 .そのほか道県 合計

回答数 0 0 0 1 3 4 0 0

比率（％） 0 .0 % 0 .0 % 0 .0 % 3 .3 % 1 0 0 .0 %

1 0 代 2 0 代 3 0 代 4 0 代 5 0 代 6 0 代 7 0 代

男性 6 1 0 1 5 8 3 0 1 7 4 2 2 1 8 5 4 .5 %

女性 6 7 7 5 2 3 5 5 4 0 1 7 9 4 4 .8 %

無回答 0 1 0 1 1 0 0 3 0 .8 %

1 2 1 7 9 1 1 0 6 6 2 3 8 2 4 0 0 1 0 0 .0 %

3 .0 % 4 4 .8 % 2 7 .5 % 1 6 .5 % 5 .8 % 2 .0 % 0 .5 % 1 0 0 .0 %
合計

合計



- 31 -

（４）滞在目的

、 、 、留学の ％が最も多く 次いで就業に関連する在留資格の ％ 永住者の ％31.0 19.8 13.3

日本人の配偶者の ％となっている。10.8

図表4-1-4 滞在目的

0 1．外交 0 2 ．公用
0 3 ．就業
→ 0 1 ．教授 0 2 ．芸術 0 3 ．宗教 0 4 ．報道 0 5 ．投資･経営

0 6 ．法律･会計業務 0 7 ．医療 0 8 ．研究 0 9 ．教育 1 0 ．技術
1 1 ．人文知識･国際業務 1 2 ．企業内転勤 1 3 ．興行 1 4 ．技能

0 4 ．文化活動 0 5 ．留学 0 6 ．就学 0 7 ．研修 0 8 ．家族滞在 0 9 ．特定活動
1 0 ．永住者 1 1 ．特別永住者 1 2 ．日本人の配偶者等 1 3 ．永住者の配偶者等
1 4 ．定住者 1 5 ．短期滞在 1 6 ．未取得者 1 7 ．一時庇護
． （ ）1 8 その他→ 具体的に

注釈）四捨五入の関係で、比率の合計は ％にならない場合がある。100

（５）在留期間

在留期間２～３年の人が ％と最も多いが、５年未満については各年 ％以上を占15.8 10

め全体の３分の２を占めるなど、ここ５年間で来日した人が多い。一方で 年以上の人10

も ％と多くなっている。14.0

図表4-1-5 在留期間

0 1．半年未満 0 2 ．半年以上１年未満 0 3 ．１－２年未満 0 4 ．２－３年未満
0 5 ．３－４年未満 0 6 ．４－５年未満 0 7 ．５－６年未満 0 8 ．６－７年未満
0 9 ．７－８年未満 1 0 ．８－９年未満 1 1 ．９－１０年未満 1 2 ．１０年以上

注釈）四捨五入の関係で、比率の合計は ％にならない場合がある。100

選択肢 0 1 .外交 0 2 .公用 0 3 .就業 0 4 .文化活動 0 5 .留学 0 6 .就学 0 7 .研修

回答数 0 0 7 9 0 1 2 4 3 1 1 0

比率（％） 0 .0 % 0 .0 % 1 9 .8 % 0 .0 % 3 1 .0 % 7 .8 % 2 .5 %

選択肢 0 8 .家族滞在 0 9 .特定活動 1 0 .永住者 1 1 .特別永住者 1 2 .日本人の配
偶者等

1 3 .永住者の配
偶者等 1 4 .定住者

回答数 1 6 2 5 3 0 4 3 0 2 9

比率（％） 4 .0 % 0 .5 % 1 3 .3 % 0 .0 % 1 0 .8 % 0 .0 % 7 .3 %

選択肢 1 5 .短期滞在 1 6 .未取得者 1 7 .一時庇護 1 8 .その他 無回答 合計

回答数 0 1 1 0 0 2 4 0 0

比率（％） 0 .0 % 2 .8 % 0 .0 % 0 .0 % 0 .5 % 1 0 0 .0 %

選択肢 0 1 .半年未満 0 2 .半年以上１年
未満 0 3 .１－２年未満 0 4 .２－３年未満 0 5 .３－４年未満 0 6 .４－５年未満 0 7 .５－６年未満

回答数 2 4 2 9 4 3 6 3 5 6 5 0 2 2

比率（％） 6 .0 % 7 .3 % 1 0 .8 % 1 5 .8 % 1 4 .0 % 1 2 .5 % 5 .5 %

選択肢 0 8 .６－７年未満 0 9 .７－８年未満 1 0 .８－９年未満 1 1 .９－1 0 年未満 1 2 .1 0 年以上 無回答 合計

回答数 1 8 1 1 1 6 1 1 5 6 1 4 0 0

比率（％） 4 .5 % 2 .8 % 4 .0 % 2 .8 % 1 4 .0 % 0 .3 % 1 0 0 .0 %
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（６）年収

、 。年収としては 万円未満の人が ％と最も多く 万円未満でほぼ半数を占める100 25.3 200

、 、 （ ） 、所得水準が低い可能性もあるが ほかの理由の１つとしては 主婦 日本人の配偶者 や

学生（留学）など、年収が低い人が多く含まれることが考えられる。

図表4-1-6 年収

0 1 ．1 0 0 万円未満
0 2 ．1 0 0 万円以上2 0 0 万円未満 0 3 ．2 0 0 万円以上3 0 0 万円未満
0 4 ．3 0 0 万円以上4 0 0 万円未満 0 5 ．4 0 0 万円以上5 0 0 万円未満
0 6 ．5 0 0 万円以上6 0 0 万円未満 0 7 ．6 0 0 万円以上7 0 0 万円未満
0 8 ．7 0 0 万円以上8 0 0 万円未満 0 9 ．8 0 0 万円以上9 0 0 万円未満
1 0 ．9 0 0 万円以上1 0 0 0 万円未満 1 1 ．1 0 0 0 万円以上

注釈）四捨五入の関係で、比率の合計は ％にならない場合がある。100

（７）同居人数

友人と同居していながら、家族とも同居している人はいなかった。友人 人以上との10

回答は、学生寮またはそれに類する施設に居住しているものと想定される。

図表4-1-7 同居人数

注釈）四捨五入の関係で、比率の合計は ％にならない場合がある。100

選択肢 0 1 .1 0 0 万円未満 0 2 .1 0 0 万円以上
2 0 0 万円未満

0 3 .2 0 0 万円以上
3 0 0 万円未満

0 4 .3 0 0 万円以上
4 0 0 万円未満

0 5 .4 0 0 万円以上
5 0 0 万円未満

0 6 .5 0 0 万円以上
6 0 0 万円未満

回答数 1 0 1 9 4 6 6 5 3 4 0 1 3

比率（％） 2 5 .3 % 2 3 .5 % 1 6 .5 % 1 3 .3 % 1 0 .0 % 3 .3 %

選択肢 0 7 .6 0 0 万円以上
7 0 0 万円未満

0 8 .7 0 0 万円以上
8 0 0 万円未満

0 9 .8 0 0 万円以上
9 0 0 万円未満

1 0 .9 0 0 万円以上
1 0 0 0 万円未満

1 1 .1 0 0 0 万円以
上 無回答 合計

回答数 1 0 5 4 3 8 3 4 0 0

比率（％） 2 .5 % 1 .3 % 1 .0 % 0 .8 % 2 .0 % 0 .8 % 1 0 0 .0 %

選択肢 家族１人 家族２人 家族３人 家族４人 家族５人 家族６人 家族７人

回答数 1 0 0 9 2 6 8 2 2 8 2 1

比率（％） 2 5 .0 % 2 3 .0 % 1 7 .0 % 5 .5 % 2 .0 % 0 .5 % 0 .3 %

選択肢 家族８人 家族９人 家族1 0人以上 友人１人 友人２人 友人３人 友人４人

回答数 1 1 4 6 5 0 1 8 1 6

比率（％） 0 .3 % 0 .3 % 1 .0 % 1 .5 % 1 2 .5 % 4 .5 % 4 .0 %

選択肢 友人５人 友人６人 友人８人 友人1 0人以上 合計

回答数 2 1 3 5 4 0 0

比率（％） 0 .5 % 0 .3 % 0 .8 % 1 .3 % 1 0 0 .0 %



- 33 -

２．海外への送金状況

（１）送金経験の有無

％の人がこの１年間で海外への送金経験があると回答している。41.5

図表4-2-1 海外への送金経験

選択肢 0 1 .はい 0 2 .いいえ 合計

回答数 1 6 5 2 3 4 4 0 0

比率（％） 4 1 .5 % 5 8 .5 % 1 0 0 .0 %

注釈）四捨五入の関係で、比率の合計は ％にならない場合がある。100

この１年間で送金した経験がある人の方が、送金しなかった人よりも在留期間が長めの

傾向がある。

図表4-2-2 在留期間と送金経験の有無

注釈）四捨五入の関係で、比率の合計は ％にならない場合がある。100

回答数 比率（% ） 回答数 比率（% ）

0 1 .半年未満 2 8 .3 % 2 2 9 1 .7 % 2 4

0 2 .半年以上１年未満 6 2 0 .7 % 2 3 7 9 .3 % 2 9

0 3 .１－２年未満 1 6 3 7 .2 % 2 7 6 2 .8 % 4 3

0 4 .２－３年未満 3 5 5 5 .6 % 2 8 4 4 .4 % 6 3

0 5 .３－４年未満 2 4 4 2 .9 % 3 2 5 7 .1 % 5 6

0 6 .４－５年未満 2 7 5 4 .0 % 2 3 4 6 .0 % 5 0

0 7 .５－６年未満 1 3 5 9 .1 % 9 4 0 .9 % 2 2

0 8 .６－７年未満 7 3 8 .9 % 1 1 6 1 .1 % 1 8

0 9 .７－８年未満 5 4 5 .5 % 6 5 4 .5 % 1 1

1 0 .８－９年未満 7 4 3 .8 % 9 5 6 .3 % 1 6

1 1 .９－1 0 年未満 3 2 7 .3 % 8 7 2 .7 % 1 1

1 2 .1 0 年以上 2 0 3 5 .7 % 3 6 6 4 .3 % 5 6

無回答 1 1 0 0 .0 % 0 0 .0 % 1

合計 1 6 6 4 1 .5 % 2 3 4 5 8 .5 % 4 0 0

0 1 .はい 0 2 .いいえ
合計
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（２）年間送金金額

１年間での送金回数は、最小１回から最大 回までに分布している。１回あたりの送12

金金額に関わらず、送金回数を少なめにしようとする意識がみられる。

図表4-2-3 送金額と送金回数

送金額と回数の積で年間送金金額を求めると、最低４万円、最大 万円であった。1000

図表4-2-4 年間送金金額

注釈）四捨五入の関係で、比率の合計は ％にならない場合がある。100

1 1 .5 2 2 .5 3 3 .5 4 4 .5 5 5 .5 6 8 1 0 1 2 総計

2 .5 1 1

1 0 6 1 1 1 9

2 0 3 1 3 1 1 1 1 0

3 0 5 1 5 3 1 1 5

3 5 1 2 3

4 0 4 5 2 1 1 2

4 5 1 1

5 0 8 1 1 4 2 2 2 2 3 1

5 5 3 1 4

5 6 1 1

6 0 6 1 3 2 1 2

6 5 1 1

7 0 3 3

7 5 2 1 3

8 0 5 3 8

1 0 0 1 0 2 1 1 1 1 1 2 6

1 2 0 1 1

1 5 0 2 3 1 6

2 0 0 1 0 2 1 1 3

2 5 0 1 1

2 9 9 1 1

3 0 0 3 1 4

総計 7 5 1 0 5 2 1 1 0 1 7 2 2 1 2 1 1 1 1 6 6

一回当
あたり
送金額
（万
円）

年間送金回数

1 0 万円未満 1 0 万円以上
3 0 万円未満

3 0 万円以上
5 0 万円未満

5 0 万円以上
1 0 0 万円未満

回答数 6 5 1 6 4 4

比率（% ） 3 .6 % 3 .0 % 9 .6 % 2 6 .5 %

1 0 0 万円以上
3 0 0 万円未満

3 0 0 万円以上
5 0 0 万円未満 5 0 0 万円以上 合計

回答数 7 9 8 8 1 6 6

比率（% ） 4 7 .6 % 4 .8 % 4 .8 % 1 0 0 .0 %
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在留資格別にみると、定住者、就業に関連する在留資格、日本人の配偶者等、永住者、

留学にあたる在留資格を有する人の送金金額が多い。

図表4-2-5 在留資格別平均年間送金金額

働き盛りである 歳代、 歳代を中心に、平均送金金額が多くなる傾向が見受けられ30 40

る。

図表4-2-6 年齢と送金経験の有無、平均年間送金金額

注釈）四捨五入の関係で、比率の合計は ％にならない場合がある。100

該当数 １人あたりの
年間送金額（円） 該当数 １人あたりの

年間送金額（円）

0 1 .外交 0 － 0 －

0 2 .公用 0 － 0 －

0 3 .就業 4 3 1 ,7 4 6 ,5 1 2 7 9 9 5 0 ,6 3 3

0 4 .文化活動 0 － 0 －

0 5 .留学 5 2 1 ,1 2 8 ,8 4 6 1 2 4 4 7 3 ,3 8 7

0 6 .就学 8 5 1 2 ,5 0 0 3 1 1 3 2 ,2 5 8

0 7 .研修 3 9 0 0 ,0 0 0 1 0 2 7 0 ,0 0 0

0 8 .家族滞在 7 8 1 9 ,6 4 3 1 6 3 5 8 ,5 9 4

0 9 .特定活動 1 5 6 0 ,0 0 0 2 2 8 0 ,0 0 0

1 0 .永住者 2 2 1 ,8 9 1 ,8 1 8 5 3 7 8 5 ,2 8 3

1 1 .特別永住者 0 － 0 －

1 2 .日本人の配偶者等 1 7 1 ,8 2 3 ,5 2 9 4 3 7 2 0 ,9 3 0

1 3 .永住者の配偶者等 0 － 0 －

1 4 .定住者 6 2 ,0 5 0 ,0 0 0 2 9 4 2 4 ,1 3 8

1 5 .短期滞在 0 － 0 －

1 6 .未取得者 7 2 ,2 2 8 ,5 7 1 1 1 1 ,4 1 8 ,1 8 2

1 7 .一時庇護 0 － 0 －

1 8 .その他 0 － 0 －

無回答 0 － 2 －

査証
送金者 回答者

回答数 比率（% ） 回答数 比率（% ）

1 0 代 3 2 5 .0 % 6 6 6 ,6 6 7 9 7 5 .0 % 1 2

2 0 代 6 7 3 7 .4 % 1 ,1 3 2 ,8 3 6 1 1 2 6 2 .6 % 1 7 9

3 0 代 5 8 5 2 .7 % 1 ,7 2 2 ,9 3 1 5 2 4 7 .3 % 1 1 0

4 0 代 2 9 4 3 .9 % 1 ,9 2 7 ,5 0 0 3 7 5 6 .1 % 6 6

5 0 代 8 3 4 .8 % 1 ,6 3 6 ,2 5 0 1 5 6 5 .2 % 2 3

6 0 代 1 1 2 .5 % 6 0 0 ,0 0 0 7 8 7 .5 % 8

7 0 代 0 0 .0 % 0 2 1 0 0 .0 % 2

合計 1 6 6 4 1 .5 % 1 ,4 9 0 ,4 6 7 2 3 4 5 8 .5 % 4 0 0

0 1 .はい
合計

0 2 .いいえ年間平均送金金額
（円）
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男性については、年収が高いほど送金金額も高まる傾向がみられる。一方で、女性につ

いてもにた傾向は見られるが、男性よりも差が小さい。

図表4-2-7 年収と性別と平均年間送金金額

注釈）四捨五入の関係で、比率の合計は ％にならない場合がある。100

送金手数料については 円が過半数であり、ついで 円が ％と5,000-7,500 2,500-5,000 25

なっている。

図表4-2-8 １回あたり送金手数料

注釈）四捨五入の関係で、比率の合計は ％にならない場合がある。100

手数料の支払方法としては、無回答の１名を除き、すべて送金金額と別途支払うとの回

答となり、送金額から差し引かれるとの回答はなかった。

図表4-2-9 手数料の支払方法

0 1．送金額から差し引かれる 0 2 ．送金額とは別途支払う 0 3 ．わからない

注釈）四捨五入の関係で、比率の合計は ％にならない場合がある。100

選択肢 ０円 １-1 ,0 0 0 円未満 1 ,0 0 0 -2 ,5 0 0 円
未満

2 ,5 0 0 -5 ,0 0 0 円
未満

5 ,0 0 0 -7 ,5 0 0 円
未満

回答数 1 6 1 4 4 2 8 8

比率（％） 0 .6 % 3 .6 % 8 .4 % 2 5 .3 % 5 3 .0 %

選択肢 7 ,5 0 0 -1 0 ,0 0 0
円未満 1 0 ,0 0 0 円以上 無回答 合計

回答数 5 1 0 0 1 6 6

比率（％） 3 .0 % 6 .0 % 0 .0 % 1 0 0 .0 %

選択肢 0 1 .送金額から
差し引かれる

0 2 .送金額とは
別途支払う 0 3 .わからない 無回答 合計

回答数 0 1 6 5 0 1 1 6 6

比率（％） 0 .0 % 9 9 .4 % 0 .0 % 0 .6 % 1 0 0 .0 %

回答者数 年間平均送金金額
（円） 回答者数 年間平均送金金額

（円） 回答者数 年間平均送金金額
（円）

0 1 .1 0 0 万円未満 7 5 2 8 ,5 7 1 1 5 1 ,3 8 8 ,6 6 7 0 0

0 2 .1 0 0 万円以上2 0 0 万円未満 2 1 8 4 0 ,4 7 6 1 6 7 8 7 ,5 0 0 0 0

0 3 .2 0 0 万円以上3 0 0 万円未満 1 9 1 ,2 1 3 ,1 5 8 1 6 1 ,4 3 5 ,0 0 0 1 2 ,2 5 0 ,0 0 0

0 4 .3 0 0 万円以上4 0 0 万円未満 1 8 1 ,7 6 6 ,6 6 7 1 0 1 ,1 6 3 ,7 5 0 0 0

0 5 .4 0 0 万円以上5 0 0 万円未満 1 1 1 ,4 1 8 ,1 8 2 6 1 ,7 0 0 ,0 0 0 1 2 ,0 0 0 ,0 0 0

0 6 .5 0 0 万円以上6 0 0 万円未満 3 2 ,0 8 3 ,3 3 3 4 2 ,6 7 5 ,0 0 0 0 0

0 7 .6 0 0 万円以上7 0 0 万円未満 3 2 ,2 4 6 ,6 6 7 3 2 ,3 6 6 ,6 6 7 0 0

0 8 .7 0 0 万円以上8 0 0 万円未満 2 4 ,5 0 0 ,0 0 0 3 2 ,3 3 3 ,3 3 3 0 0

0 9 .8 0 0 万円以上9 0 0 万円未満 1 1 ,0 0 0 ,0 0 0 2 2 ,0 5 0 ,0 0 0 0 0

1 0 .9 0 0 万円以上1 0 0 0 万円未満 0 0 0 0 0 0

1 1 .1 0 0 0 万円以上 2 7 ,5 0 0 ,0 0 0 2 3 ,1 2 5 ,0 0 0 0 0

無回答 0 0 0 0 0 0

合計 8 7 1 ,4 9 1 ,8 3 9 7 7 1 ,4 7 2 ,4 3 5 2 1 ,4 9 0 ,4 6 7

男性 女性 無回答
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（３）送金相手

送金相手は両親（母・父）が ％を占めて圧倒的に多い。80.1

図表4-2-10 送金相手との関係

0 1．夫／妻 0 2 ．母／父 0 3 ．子 0 4 ．兄弟／姉妹 0 5 ．祖父母 0 6 ．親戚
． （ ） ． （【 】 ）0 7 自分 本国の口座等 0 8 そのほか 具体的に

注釈）四捨五入の関係で、比率の合計は ％にならない場合がある。100

送金相手の所在地は、すべて中華人民共和国であった。

図表4-2-11 送金相手の所在地

0 1．中華人民共和国 0 2 ．大韓民国 0 3 ．台湾 0 4 ．香港 0 5 ．マカオ
． （【 】 ）0 6 そのほかの国・地域 具体的に

注釈）四捨五入の関係で、比率の合計は ％にならない場合がある。100

（４）送金目的

送金目的は 「食料・日用品購入代金の支払いのため」が最も多く、続いて「貯金のた、

め 「資産購入代金の支払いのため」であった。」、

図表4-2-12 送金目的

0 1．受取人の食料・日用品購入代金の支払いのため
0 2 ．受取人の教育費支払いのため
0 3 ．受取人の家賃支払いのため
0 4 ．受取人の医療費支払いのため
0 5 ．受取人の家屋修繕費支払いのため
0 6 ．貯金のため
0 7 ．既往借り入れ返済のため
0 8 ．資産購入代金の支払いのため
0 9 ．そのほか（ 具体的に】 ）【

選択肢 0 1 .夫/妻 0 2 .母/父 0 3 .子 0 4 .兄弟/姉妹 0 5 .祖父母

回答数 8 1 3 3 5 5 2

比率（％） 4 .8 % 8 0 .1 % 3 .0 % 3 .0 % 1 .2 %

選択肢 0 6 .親戚 0 7 .自分（本国
の口座等） 0 8 .そのほか 無回答 合計

回答数 3 8 2 0 1 6 6

比率（％） 1 .8 % 4 .8 % 1 .2 % 0 .0 % 1 0 0 .0 %

選択肢 0 1 .中華人民
共和国 0 2 .大韓民国 0 3 .台湾 0 4 .香港 0 5 .マカオ 0 6 .そのほか

の国・地域 合計

回答数 1 6 6 0 0 0 0 0 1 6 6

比率（％） 1 0 0 .0 % 0 .0 % 0 .0 % 0 .0 % 0 .0 % 0 .0 % 1 0 0 .0 %
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生活費のみを送金する人が送金者の４分の１を占める一方、全く生活費送金を行わない

人も３割弱であった。残り４割強は生活費と他目的の送金をあわせて行っている。

図表4-2-13 送金金額中の生活費の割合

注釈）四捨五入の関係で、比率の合計は ％にならない場合がある。100

選択肢
0 1 .受取人の食料・
日用品購入代金の支
払いのため

0 2 .受取人の教育費
支払いのため

0 3 .受取人の家賃支
払いのため

0 4 .受取人の医療費
支払いのため

0 5 .受取人の家屋修
繕費支払いのため

回答数 1 0 0 8 4 8 1

比率（％） 6 0 .2 % 4 .8 % 2 .4 % 4 .8 % 0 .6 %

選択肢 0 6 .貯金のため 0 7 .既往借り入れ返
済のため

0 8 .資産購入代金の
支払いのため 0 9 .そのほか 合計

回答数 4 9 4 2 8 2 8 1 6 6

比率（％） 2 9 .5 % 2 .4 % 1 6 .9 % 1 6 .9 % 1 0 0 .0 %

選択肢 0 % 1 -1 0 % 未満 1 0 -2 0 % 未満 2 0 -4 0 % 未満 4 0 -6 0 % 未満

回答数 4 5 1 7 4 9 1 2

比率（％） 2 7 .1 % 0 .6 % 4 .2 % 2 9 .5 % 7 .2 %

選択肢 6 0 -8 0 % 未満 8 0 -1 0 0 % 未満 1 0 0 % 無回答 合計

回答数 5 2 4 2 3 1 6 6

比率（％） 3 .0 % 1 .2 % 2 5 .3 % 1 .8 % 1 0 0 .0 %
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（５）送金方法

銀行利用が ％と最も多く、続いて郵便局利用が ％であった。それ以外の方法は81.9 9.6

ほとんど利用されていない。

図表4-2-14 送金方法

01．銀行窓口を通じた相手先口座への送金（ 銀行名称】 銀行） 年 回利用【
※ＡＴＭ、インターネット送金、テレフォンバンキングを含む 年 回利用

0 2 ．送金専門業者（Wes te rnUn ion 、Mon eyGram、Lloyd s 等） 年 回利用
0 3 ．銀行の発行する国際キャッシュカード 年 回利用
0 4 ．郵便局の窓口を通じた相手先口座への送金 年 回利用
0 5 ．クレジットカード・プリペイドカード 年 回利用
0 6 ．現金・小切手等の郵送 年 回利用
0 7 ．友人、知り合いに現金を預託 年 回利用
0 8 ．そのほか（ 具体的に】 ）【

以前に比べて送金方法が変化した人は３人（ ％）で、うち２人が今年変えたと回答1.8

している。残る１人は無回答である。

また、新しい送金方法の利用を始めたのは３人（ ％）で、そのほかは大きな変化は1.8

ないとの回答であった。

図表4-2-15 送金方法の変更

以前の方法 現在の方法 送金方法を選択・変更する際に重視するポイント

銀行 郵便局 勤務地、住居から近い／信頼できる／手続きの容易さ

銀行 郵便局 安い手数料

友人預託 銀行 信頼できる／送金の早さ／安い手数料

選択肢 0 1 .銀行窓口を通じた相
手先口座への送金 0 2 .送金専門業者 0 3 .銀行の発行する国際

キャッシュカード
04 .郵便局の窓口を通じ
た相手先口座への送金

0 5 .クレジットカード・
プリペイドカード

回答数 1 3 6 0 0 1 6 0

比率（％） 8 1 .9 % 0 .0 % 0 .0 % 9 .6 % 0 .0 %

選択肢 0 6 .現金・小切手等の郵
送

0 7 .友人、知り合いに現
金を預託 0 8 .そのほか 合計

回答数 5 3 9 1 6 6

比率（％） 3 .0 % 1 .8 % 5 .4 % 1 0 0 .0 %



- 40 -

、 。 、最も重視されているのは 安い手数料であり過半数の人が回答している これに次いで

信頼できるもほぼ半数の回答があり、続いて送金の早さ、手続きの容易さ、安い両替レー

トとなっている。

図表4-2-16 送金方法の選択における重視ポイント

0 1 （送金手続き場所が）勤務地、住居から近い．
0 2 （受け取り場所が）送金先から近い．
0 3 ．信頼できる
0 4 ．送金の早さ
0 5 ．安い手数料
0 6 ．安い両替レート
0 7 ．口座維持コストが安い
0 8 ．手続きの容易さ
0 9 ．言語上の対応がスムーズ
1 0 ．友人・家族の推薦
1 1 ．人材派遣会社の推薦
1 2 ．日本の雇用主の推薦
1 3 ．そのほか（ 具体的に】 ）【

送金通貨は多くが日本円だが、米国ドル利用者が３名（ ％）あった。1.8

図表4-2-17 送金通貨

0 1．日本円 0 2 ．中国元 0 3 ．韓国ウォン 0 4 ．米国ドル
0 5 ．そのほかの通貨（ 具体的に】 ）【

注釈）四捨五入の関係で、比率の合計は ％にならない場合がある。100

選択肢
0 1 .（送金手続場
所が）勤務地、
住居から近い

0 2 .（受け取り場
所が）送金先か
ら近い

0 3 .信頼できる 0 4 .送金の早さ 0 5 .安い手数料 0 6 .安い両替レー
ト

0 7 .口座維持コス
トが安い

回答数 1 4 2 7 6 5 4 8 8 2 3 1

比率（％） 8 .4 % 1 .2 % 4 5 .8 % 3 2 .5 % 5 3 .0 % 1 3 .9 % 0 .6 %

選択肢 0 8 .手続きの容易
さ

0 9 .言語上の対応
がスムーズ

1 0 .友人・家族の
推薦

1 1 .人材派遣会社
の推薦

1 2 .日本の雇用主
の推薦 1 3 .そのほか 合計

回答数 3 7 1 5 8 0 1 3 1 6 6

比率（％） 2 2 .3 % 9 .0 % 4 .8 % 0 .0 % 0 .6 % 1 .8 % 1 0 0 .0 %

選択肢 0 1 .日本円 0 2 .中国元 0 3 .韓国ウォン 0 4 .米国ドル 0 5 .そのほかの
通貨 合計

回答数 1 6 3 0 0 3 0 1 6 6

比率（％） 9 8 .2 % 0 .0 % 0 .0 % 1 .8 % 0 .0 % 1 0 0 .0 %
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送金方法として「そのほか」を選択した９人のうち６人が福建省出身者となっている。

図表4-2-18 出身地域と送金方法

注釈）出身地域別の回答者率が５％以上の地域のみを特出し、それ以外の地域を「その他地域」として集

計した。

現金・小切手等の郵送が 円以下と安価になっているが、銀行利用者は 円以1,000 5,000

上の手数料を負担している。

図表4-2-19 送金手数料と送金方法

注釈）四捨五入の関係で、比率の合計は ％にならない場合がある。100

0 1 .銀行窓口を通
じた相手先口座へ
の送金

0 2 .送金専門業者
0 3 .銀行の発行す
る国際キャッシュ
カード

0 4 .郵便局の窓口
を通じた相手先口
座への送金

0 5 .クレジット
カード・プリペイ
ドカード

0 6 .現金・小切手
等の郵送

0 7 .友人、知り合
いに現金を預託 0 8 .そのほか 合計

0 1 .北京市 回答数 1 1 0 0 0 0 0 0 0 1 3

比率（％） 8 4 .6 % 0 .0 % 0 .0 % 0 .0 % 0 .0 % 0 .0 % 0 .0 % 0 .0 % 1 0 0 .0 %

0 2 .上海市 回答数 2 5 0 0 3 0 1 1 2 3 2

比率（％） 7 8 .1 % 0 .0 % 0 .0 % 9 .4 % 0 .0 % 3 .1 % 3 .1 % 6 .3 % 1 0 0 .0 %

1 8 .福建省 回答数 1 5 0 0 1 0 1 1 6 2 3

比率（％） 6 5 .2 % 0 .0 % 0 .0 % 4 .3 % 0 .0 % 4 .3 % 4 .3 % 2 6 .1 % 1 0 0 .0 %

1 9 .吉林省 回答数 1 1 0 0 1 0 0 0 0 1 2

比率（％） 9 1 .7 % 0 .0 % 0 .0 % 8 .3 % 0 .0 % 0 .0 % 0 .0 % 0 .0 % 1 0 0 .0 %

2 0 .黒龍江省 回答数 1 2 0 0 4 0 0 0 0 1 6

比率（％） 7 5 .0 % 0 .0 % 0 .0 % 2 5 .0 % 0 .0 % 0 .0 % 0 .0 % 0 .0 % 1 0 0 .0 %

2 1 .遼寧省 回答数 1 7 0 0 1 0 0 0 0 1 8

比率（％） 9 4 .4 % 0 .0 % 0 .0 % 5 .6 % 0 .0 % 0 .0 % 0 .0 % 0 .0 % 1 0 0 .0 %

その他の地域 回答数 4 5 0 0 6 0 3 1 1 5 2

比率（％） 8 6 .5 % 0 .0 % 0 .0 % 1 1 .5 % 0 .0 % 5 .8 % 1 .9 % 1 .9 % 1 0 0 .0 %

合計 回答数 1 3 6 0 0 1 6 0 5 3 9 1 6 6

比率（％） 8 1 .9 % 0 .0 % 0 .0 % 9 .6 % 0 .0 % 3 .0 % 1 .8 % 5 .4 % 1 0 0 .0 %

回答者数 送金手数料（円）

0 1 .銀行窓口を通じた相手先口座への送金 1 3 6 5 ,6 4 6

0 2 .送金専門業者 0 －

0 3 .銀行の発行する国際キャッシュカード 0 －

0 4 .郵便局の窓口を通じた相手先口座への送金 1 6 2 ,1 3 6

0 5 .クレジットカード・プリペイドカード 0 －

0 6 .現金・小切手等の郵送 5 9 2 0

0 7 .友人、知り合いに現金を預託 3 1 1 ,0 0 0

0 8 .そのほか 9 1 4 ,4 7 8
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３．帰国時の現金持ち帰り状況

（１）帰国の状況

最後の帰国は半年から１年前を中心に分布しているが、帰国経験なしも多い。

図表4-3-1 帰国時期

0 1．ここ１か月以内 0 2 ．１か月以上３か月以内前 0 3 ．３か月以上半年以内前
0 4 ．半年以上１年以内前 0 5 ．１年以上２年以内前 0 6 ．２年以上３年以内前
0 7 ．３年以上前 0 8 ．帰国経験無し

注釈）四捨五入の関係で、比率の合計は ％にならない場合がある。100

帰国時の日数は、１週間から１か月程度までを中心に分布し、７日未満はあまりみられ

ない。

図表4-3-2 帰国日数

0 1．３日未満 0 2 ．３日以上５日未満 0 3 ．５日以上７日未満
0 4 ．７日以上１０日未満 0 5 ．１０日以上半月未満 0 6 ．半月以上１か月未満
0 7 ．１か月以上３か月未満 0 8 ．３か月以上半年未満 0 9 ．半年以上１年未満
1 0 ．１年以上

注釈）四捨五入の関係で、比率の合計は ％にならない場合がある。100

選択肢 0 1 .ここ１ヶ月
以内

0 2 .１ヶ月以上
３ヶ月以内前

0 3 .３ヶ月以上
半年以内前

0 4 .半年以上１
年以内前

0 5 .１年以上２
年以内前

回答数 3 1 4 2 5 8 9 7 5 0

比率（％） 7 .8 % 1 0 .5 % 1 4 .5 % 2 4 .3 % 1 2 .5 %

選択肢 0 6 .２年以上３
年以内前 0 7 .３年以上前 0 8 .帰国経験無

し 無回答 合計

回答数 1 8 1 5 8 8 1 4 0 0

比率（％） 4 .5 % 3 .8 % 2 2 .0 % 0 .3 % 1 0 0 .0 %

選択肢 0 1 .３日未満 0 2 .３日以上５
日未満

0 3 .５日以上７
日未満

0 4 .７日以上1 0
日未満

0 5 .1 0 日以上半
月未満

0 6 .半月以上１
か月未満

回答数 0 4 7 6 6 9 1 8 5

比率（％） 0 .0 % 1 .0 % 1 .8 % 1 6 .5 % 2 2 .8 % 2 1 .3 %

選択肢 0 7 .１か月以上
３か月未満

0 8 .３か月以上
半年未満

0 9 .半年以上１
年未満 1 0 .１年以上 無回答 合計

回答数 3 9 1 0 1 0 9 7 4 0 0

比率（％） 9 .8 % 2 .5 % 0 .3 % 0 .0 % 2 4 .3 % 1 0 0 .0 %
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１年に１回帰国する人がほぼ半数を占め、次いで２年に１回である。

図表4-3-3 帰国頻度

0 1．１か月に１回ペース 0 2 ．３か月に１回ペース 0 3 ．半年に１回ペース
0 4 ．１年に１回ペース 0 5 ．２年に１回ペース 0 6 ．３年に１回ペース
0 7 ．それ以上の長期に１回ペース

注釈）四捨五入の関係で、比率の合計は ％にならない場合がある。100

（２）持ち帰り金額

人のうち 人が帰国した際に現金を持ち帰っており、最低０円から最大 万円307 297 350

で平均は 円となっている。このうち、生活費として家族に渡した金額としては、561,189

全額を渡す人も目立ち、平均で 円であった。また、帰国頻度にて帰国時に持ち帰263,235

る現金を年額換算すると、平均 円となっている。610,429

図表4-3-4 帰国時に持ち帰る金額

帰国時に持ち帰る 帰国時に持ち帰る
平均金額 うち生活費金額 平均金額（年額換算）

金額（円） 5 6 1 ,1 8 9 円 2 6 3 ,2 3 5 円 6 1 0 ,4 2 9 円

選択肢 0 1 .１か月に１回
ペース

0 2 .３か月に１回
ペース

0 3 .半年に１回
ペース

0 4 .１年に１回
ペース

0 5 .２年に１回
ペース

回答数 1 1 4 3 3 1 8 7 6 1

比率（％） 0 .3 % 3 .5 % 8 .3 % 4 6 .8 % 1 5 .3 %

選択肢 0 6 .３年に１回
ペース

0 7 .それ以上の長
期に１回ペース 無回答 合計

回答数 1 2 2 9 0 4 0 0

比率（％） 3 .0 % 0 .5 % 2 2 .5 % 1 0 0 .0 %
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４．韓国向け送金調査結果との比較

（１）送金方法

中国向け送金では ％が銀行窓口を通した送金、次いで ％が郵便局の窓口を通し81.9 9.6

30.3 3.4 40.4た送金となっている。一方、韓国向け送金ではそれぞれ ％、 ％にとどまり、

％が店舗（スーパー、レンタルビデオ等）に現金を預託であった。

中国向け送金のほとんどが正規の窓口を通している一方、韓国向け送金ではその割合が

高くなく、独特の送金方法が多いことが特徴である。

図表4-4-1 送金方法に関する比較

（２）送金目的

いずれにおいても、最も多いのが食料・日用品購入、次いで貯金であり、その比率もほ

ぼ同等である。中国向け送金においては、韓国向け送金ではほとんどみられない資産購入

代金との回答がみられること、逆に韓国向け送金は教育費との回答が多くみられることが

特徴である。

図表4-4-2 送金目的に関する比較

0 1 .銀行窓口を通じた相
手先口座への送金 0 2 .送金専門業者 0 3 .銀行の発行する国際

キャッシュカード
0 4 .郵便局の窓口を通じ
た相手先口座への送金

0 5 .クレジットカード・
プリペイドカード

回答数 1 3 6 0 0 1 6 0

比率（％） 8 1 .9 % 0 .0 % 0 .0 % 9 .6 % 0 .0 %

回答数 2 7 1 3 4 3 0

比率（％） 3 0 .3 % 1 4 .6 % 4 .5 % 3 .4 % 0 .0 %

0 6 .現金・小切手等の郵
送

0 7 .友人、知り合いに現
金を預託 0 8 .そのほか 0 9 .お店に預託 合計

回答数 5 3 9 - 1 6 6

比率（％） 3 .0 % 1 .8 % 5 .4 % - 1 0 0 .0 %

回答数 0 1 5 7 2 9 8 9

比率（％） 0 .0 % 1 6 .9 % 7 .9 % 3 2 .6 % 1 0 0 .0 %

中国

中国

韓国

韓国

0 1 .受取人の食料・
日用品購入代金の支
払いのため

0 2 .受取人の教育費
支払いのため

0 3 .受取人の家賃支
払いのため

0 4 .受取人の医療費
支払いのため

0 5 .受取人の家屋修
繕費支払いのため

回答数 1 0 0 8 4 8 1

比率（％） 6 0 .2 % 4 .8 % 2 .4 % 4 .8 % 0 .6 %

回答数 5 6 1 2 1 5 0

比率（％） 6 2 .9 % 1 3 .5 % 1 .1 % 5 .6 % 0 .0 %

0 6 .貯金のため 0 7 .既往借り入れ返
済のため

0 8 .資産購入代金の
支払いのため 0 9 .そのほか 合計

回答数 4 9 4 2 8 2 8 1 6 6

比率（％） 2 9 .5 % 2 .4 % 1 6 .9 % 1 6 .9 % 1 0 0 .0 %

回答数 2 4 8 2 5 8 9

比率（％） 2 7 .0 % 9 .0 % 2 .2 % 5 .6 % 1 0 0 .0 %

中国

韓国

中国

韓国
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（３）送金方法の重視点

送金方法の選定にあたって重視する点では、いずれにおいても信頼性、送金速度、手数

料、手続きの容易さといったところが上位だが、その順番に違いがある。中国向け送金で

、 、 。は 韓国向け送金に比べて 手数料や両替レート等の金銭面が重視される傾向がみられる

図表4-4-3 送金方法を選択・変更する際に重視する点に関する比較

（４）送金金額と持ち帰り金額

送金金額および持ち帰り金額ともに韓国向けの方が中国向けよりも多くなっている。た

だし、１回あたりの持ち帰り金額は中国向けの方が多くなっている。

図表4-4-4 送金金額と帰国時に持ち帰る現金に関する比較

送金する平均金額 帰国時に持ち帰る平均金額 合計金額

韓国向け 1 ,7 5 9 ,9 1 6 円 7 0 5 ,9 2 1 円 2 ,4 6 5 ,8 3 7 円

中国向け 1 ,4 9 0 ,4 6 7 円 6 1 0 ,4 2 9 円 2 ,1 0 0 ,8 9 6 円

１回の帰国で持ち帰る平均金額

韓国向け 2 9 5 ,6 6 9 円

中国向け 5 6 1 ,1 8 0 円

0 1 .（送金手続場
所が）勤務地、住
居から近い

0 2 .（受け取り場
所が）送金先から
近い

0 3 .信頼できる 0 4 .送金の早さ 0 5 .安い手数料 0 6 .安い両替レー
ト

0 7 .口座維持コス
トが安い

回答数 1 4 2 7 6 5 4 8 8 2 3 1

比率（％） 8 .4 % 1 .2 % 4 5 .8 % 3 2 .5 % 5 3 .0 % 1 3 .9 % 0 .6 %

回答数 1 4 4 2 9 3 7 2 9 4 0

比率（％） 1 5 .7 % 4 .5 % 3 2 .6 % 4 1 .6 % 3 2 .6 % 4 .5 % 0 .0 %

0 8 .手続きの容易
さ

0 9 .言語上の対応
がスムーズ

1 0 .友人・家族の
推薦

1 1 .人材派遣会社
の推薦

1 2 .日本の雇用主
の推薦 1 3 .そのほか 無回答 合計

回答数 3 7 1 5 8 0 1 3 0 1 6 6

比率（％） 2 2 .3 % 9 .0 % 4 .8 % 0 .0 % 0 .6 % 1 .8 % 0 .0 % 1 0 0 .0 %

回答数 2 3 9 1 0 0 4 1 8 9

比率（％） 2 5 .8 % 1 0 .1 % 1 .1 % 0 .0 % 0 .0 % 4 .5 % 1 .1 % 1 0 0 .0 %

中国

韓国

中国

韓国
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Ⅴ．海外送金額の推計
１．海外送金額の推計方法

海外への年間送金総額の推計は、以下の式によって行う。

図表5-1-1 海外への年間送金総額の推計式

（在留資格別１人あたり年間送金額）×（在留資格別人口）

在留資格

注釈）１人あたり年間送金額は、昨年度送金していない人も含めた数値を用いた。

また、このうち生活費として送金されている金額についても推計を行うこととし、生活

、 、 。費送金の状況も 在留資格別に違いがみられることから 同様の考えに基づいて計算する

、 ． 。 、生活費としての送金状況は アンケートのＱ１ ３で比率を知ることができる しかし

当該設問は無回答者の比率が高いこと、そもそも自己申告に基づいた調査で精密な回答が

得られていることは考えられないことから、利用にあたってやや問題がある。そこで、こ

こではＱ１．１．７（送金目的：９つの選択肢のうち５つが生活費と定義される）に対す

る回答率を持って、送金のうちの生活費充当率を推計する。

例としては、Ｑ１．１．７の選択肢から３つを選択し、そのうち２つが生活費と定義さ

れる選択肢であった場合、生活費充当率は２／３としている。

図表5-1-2 海外への年間生活費送金総額の推計式

（ ） （ ） （ ）在留資格別１人あたり年間送金額 × 生活費充当率 × 在留資格別人口

在留資格

注釈）１人あたり年間送金額は、昨年度送金していない人も含めた数値を用いた。
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２．送金額の推計結果

（１）韓国

韓国への送金額を推計すると、約 億円となった。1,232

図表5-2-1 韓国への送金額（推定）

（ ）在留資格 回答者数 １人あたり 在留資格別人口 推定年間送金総額 百万円
年間送金額（円） （人）

0 1 .外交 0 0 0

0 2 .公用 2 2 7 5 ,0 0 0 0

0 3 .就業 5 1 1 ,3 3 1 ,1 7 6 1 5 ,2 1 7 2 0 ,2 5 7

0 4 .文化活動 0 0 4 9 0 0

0 5 .留学 4 2 2 0 9 ,2 8 6 1 6 ,4 4 4 3 ,4 4 1

0 6 .就学 1 3 1 5 ,2 8 5 7 ,2 8 6 1 1 1

0 7 .研修 0 0 1 5 6 0

0 8 .家族滞在 1 9 2 6 5 ,7 8 9 1 5 ,8 2 9 4 ,2 0 7

0 9 .特定活動 2 0 1 ,6 7 4 0

1 0 .永住者 3 2 9 1 1 ,4 0 6 4 2 ,9 6 0 3 9 ,1 5 4

1 1 .特別永住者 3 0 4 6 1 ,4 6 0 0

1 2 .日本人の配偶者等 2 0 1 ,9 2 9 ,6 2 5 2 1 ,0 8 3 4 0 ,6 8 2

1 3 .永住者の配偶者等 3 6 6 ,6 6 7 2 ,7 6 7 1 8 4

1 4 .定住者 5 1 6 0 ,0 0 0 8 ,7 5 1 1 ,4 0 0

1 5 .短期滞在 1 1 ,4 0 0 ,0 0 0 8 ,9 1 9 1 2 ,4 8 7

1 6 .未取得者 7 5 7 0 ,7 1 4 2 ,1 9 1 1 ,2 5 0

1 7 .一時庇護 0 0 0 0

1 8 .その他 0 0 2 ,1 9 2 0

送金総額 百万円 1 2 3 ,1 7 4（ ）
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このうち、生活費として送金されていると想定されるのは約 億円である。404

図表5-2-2 韓国への生活費送金額（推定）

在留資格 回答者数 １人あたり年間 在留資格別人口 生活費充当率 推定送金総額
送金額（円） （百万円）

0 1 .外交 0 0 0 .0 0 0 0

0 2 .公用 2 2 7 5 ,0 0 0 0 .0 0 0 0

0 3 .就業 5 1 1 ,3 3 1 ,1 7 6 1 5 ,2 1 7 0 .4 1 7 8 ,4 4 1

0 4 .文化活動 0 0 4 9 0 0 .0 0 0 0

0 5 .留学 4 2 2 0 9 ,2 8 6 1 6 ,4 4 4 0 .6 3 1 2 ,1 7 3

0 6 .就学 1 3 1 5 ,2 8 5 7 ,2 8 6 0 .3 7 5 4 2

0 7 .研修 0 0 1 5 6 0 .0 0 0 0

0 8 .家族滞在 1 9 2 6 5 ,7 8 9 1 5 ,8 2 9 0 .9 0 1 3 ,7 9 1

0 9 .特定活動 2 0 1 ,6 7 4 0 .0 0 0 0

1 0 .永住者 3 2 9 1 1 ,4 0 6 4 2 ,9 6 0 0 .3 3 4 1 3 ,0 8 3

1 1 .特別永住者 3 0 4 6 1 ,4 6 0 0 .0 0 0 0

1 2 .日本人の配偶者等 2 0 1 ,9 2 9 ,6 2 5 2 1 ,0 8 3 0 .2 4 7 1 0 ,0 5 9

1 3 .永住者の配偶者等 3 6 6 ,6 6 7 2 ,7 6 7 1 .0 0 0 1 8 4

1 4 .定住者 5 1 6 0 ,0 0 0 8 ,7 5 1 1 .0 0 0 1 ,4 0 0

1 5 .短期滞在 1 1 ,4 0 0 ,0 0 0 8 ,9 1 9 0 .0 0 0 0

1 6 .未取得者 7 5 7 0 ,7 1 4 2 ,1 9 1 1 .0 0 0 1 ,2 5 0

1 7 .一時庇護 0 0 0 0 .0 0 0 0

1 8 .その他 0 0 2 ,1 9 2 0 .0 0 0 0

送金総額（百万円） 4 0 ,4 2 3
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（２）中国への送金額

中国への送金額を推計すると、約 億円となった。2,571

図表5-2-3 中国への送金額（推定）

（ ）在留資格 回答者数 １人あたり 在留資格別人口 推定年間送金総額 百万円
年間送金額（円） （人）

0 1 .外交 0 0 0

0 2 .公用 0 0 0

0 3 .就業 7 9 9 5 0 ,6 3 3 4 5 ,6 4 1 4 3 ,3 8 8

0 4 .文化活動 0 0 1 ,2 0 8 0

0 5 .留学 1 2 4 4 7 3 ,3 8 7 9 0 ,7 4 6 4 2 ,9 5 8

0 6 .就学 3 1 1 3 2 ,2 5 8 2 9 ,4 3 0 3 ,8 9 2

0 7 .研修 1 0 2 7 0 ,0 0 0 4 0 ,1 3 6 1 0 ,8 3 7

0 8 .家族滞在 1 6 3 5 8 ,5 9 4 3 5 ,2 5 3 1 2 ,6 4 2

0 9 .特定活動 2 2 8 0 ,0 0 0 4 1 ,6 0 1 1 1 ,6 4 8

1 0 .永住者 5 3 7 8 5 ,2 8 3 9 6 ,6 4 7 7 5 ,8 9 5

1 1 .特別永住者 0 0 3 ,3 0 6 0

1 2 .日本人の配偶者等 4 3 7 2 0 ,9 3 0 5 1 ,8 5 4 3 7 ,3 8 3

1 3 .永住者の配偶者等 0 0 2 ,9 8 8 0

1 4 .定住者 2 9 4 2 4 ,1 3 8 3 2 ,1 3 0 1 3 ,6 2 8

1 5 .短期滞在 0 0 1 1 ,9 2 9 0

1 6 .未取得者 1 1 1 ,4 1 8 ,1 8 2 3 ,4 3 0 4 ,8 6 4

1 7 .一時庇護 0 0 0 0

1 8 .その他 0 0 1 ,2 7 1 0

送金総額 百万円 2 5 7 ,1 3 5（ ）
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このうち、生活費として送金されている約 億円となった。1,151

図表5-2-4 中国への生活費送金額（推定）

在留資格 回答者数 １人あたり年間 在留資格別人口 生活費充当率 推定送金総額
送金額（円） （百万円）

0 1 .外交 0 0 0 .0 0 0 0

0 2 .公用 0 0 0 .0 0 0 0

0 3 .就業 7 9 9 5 0 ,6 3 3 4 5 ,6 4 1 0 .5 1 8 2 2 ,4 6 9

0 4 .文化活動 0 0 1 ,2 0 8 0 .0 0 0 0

0 5 .留学 1 2 4 4 7 3 ,3 8 7 9 0 ,7 4 6 0 .3 2 7 1 4 ,0 2 7

0 6 .就学 3 1 1 3 2 ,2 5 8 2 9 ,4 3 0 0 .3 1 7 1 ,2 3 4

0 7 .研修 1 0 2 7 0 ,0 0 0 4 0 ,1 3 6 0 .8 1 5 8 ,8 3 0

0 8 .家族滞在 1 6 3 5 8 ,5 9 4 3 5 ,2 5 3 0 .6 5 1 8 ,2 3 5

0 9 .特定活動 2 2 8 0 ,0 0 0 4 1 ,6 0 1 0 .5 0 0 5 ,8 2 4

1 0 .永住者 5 3 7 8 5 ,2 8 3 9 6 ,6 4 7 0 .3 8 1 2 8 ,8 8 2

1 1 .特別永住者 0 0 3 ,3 0 6 0 .0 0 0 0

1 2 .日本人の配偶者等 4 3 7 2 0 ,9 3 0 5 1 ,8 5 4 0 .5 3 0 1 9 ,8 0 7

1 3 .永住者の配偶者等 0 0 2 ,9 8 8 0 .0 0 0 0

1 4 .定住者 2 9 4 2 4 ,1 3 8 3 2 ,1 3 0 0 .3 7 7 5 ,1 3 3

1 5 .短期滞在 0 0 1 1 ,9 2 9 0 .0 0 0 0

1 6 .未取得者 1 1 1 ,4 1 8 ,1 8 2 3 ,4 3 0 0 .1 2 8 6 2 4

1 7 .一時庇護 0 0 0 0 .0 0 0 0

1 8 .その他 0 0 1 ,2 7 1 0 .0 0 0 0

無回答 2 0 0 .0 0 0 0

送金総額（百万円） 1 1 5 ,0 6 4
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参考資料１ 海外送金実態調査調査票（日本語版 （韓国語版 （中国語版）） ）

海外送金実態調査 調査票

株式会社ＵＦＪ総合研究所

この調査は、日本にいる外国人のみなさまの海外への送金に関する実態を把握し、国際
統計の整備を行うことを目的に、日本銀行の委託を受けてＵＦＪ総合研究所が実施するも
のです。
調査は無記名で行われ、個人が特定されることはありません。また、回答内容は機密情

報として扱われ、本調査の目的以外に利用されることはありません。回答にかかる時間は
10分ほどです。ご協力いただければ幸いです。

Ⅰ．海外への送金実態について、お尋ねします。

Ⅰ．Ｑ１． あなたは、今年海外に送金したことがありますか。ただし、ビジネス関係
や個人輸入に関わる送金は除きます （○は１つ）。

0 1．はい 0 2 ．いいえ→Ⅱ．へ

※「今年」とは、平成1 7 年（西暦2 0 0 5 年）１月～1 2 月の１年間を意味しますが、将来（1 2 月等）の
見通しがたちにくい場合は、本日（調査日）から過去１年間と考えてのご回答で結構です。

Ⅰ．Ｑ１． ＳＱ１． 今年どれくらいの頻度で送金しましたか （数値で記入）。

回／年

Ⅰ．Ｑ１． ＳＱ２． １回に平均どれくらいの金額を送金しましたか （数値で記入）。

万円／回

Ⅰ．Ｑ１． ＳＱ３． 送金手数料は１回あたりどのくらいかかっていますか （数値で。
記入）

円／回

． ． ． ． 、 ． 。Ⅰ Ｑ１ ＳＱ４ ＳＱ３ の送金手数料は ＳＱ２ の送金金額に含まれますか
（○は１つ）

0 1．送金額から差し引かれる 0 2 ．送金額とは別途支払う 0 3 ．わからない

Ⅰ．Ｑ１． ＳＱ５． 通常の送金相手はどなたですか （○は１つ）。

0 1．夫／妻 0 2 ．母／父 0 3 ．子 0 4 ．兄弟／姉妹 0 5 ．祖父母 0 6 ．親戚
． （ ） ． （【 】 ）0 7 自分 本国の口座等 0 8 そのほか 具体的に

Ⅰ．Ｑ１． ＳＱ６． ＳＱ５． で回答された通常の送金相手はどちらの国・地域にい
らっしゃいますか （○は１つ）。

0 1．中華人民共和国 0 2 ．大韓民国 0 3 ．台湾 0 4 ．香港 0 5 ．マカオ
． （【 】 ）0 6 そのほかの国・地域 具体的に
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Ⅰ．Ｑ１． ＳＱ７． この送金の目的は何ですか （○はいくつでも）。

0 1．受取人の食料・日用品購入代金の支払いのため
0 2 ．受取人の教育費支払いのため
0 3 ．受取人の家賃支払いのため
0 4 ．受取人の医療費支払いのため
0 5 ．受取人の家屋修繕費支払いのため
0 6 ．貯金のため
0 7 ．既往借り入れ返済のため
0 8 ．資産購入代金の支払いのため
0 9 ．そのほか（ 具体的に】 ）【

Ⅰ．Ｑ２． あなたは、他の送金に比べて特に大きな金額をまとめて送ることがありま
すか。あれば、その状況と金額を教えてください （自由記入）。

（例：クリスマスに○万円、旧正月に○万円 等）

Ⅰ．Ｑ３． Ｑ１． やＱ２． で挙げた送金金額のうち、受取人の生活費として送金さ
れるのは何％程度ですか （数値で記入）。

％程度

※生活費とは、日々の生活を営む上で利用される資金を指し、食料・日用品購入代金の支払い、教育費支
払い、家賃支払い、医療費支払い、家屋修繕費が含まれます。

Ⅰ．Ｑ４． 生活費を送金する際に利用する送金方法はどれですか（○はいくつでも 。）
また、今年どのくらい利用しましたか（数値で記入 。）

0 1．銀行窓口を通じた相手先口座への送金（ 銀行名称】 銀行） 年 回利用【
※ＡＴＭ、インターネット送金、テレフォンバンキングを含む 年 回利用

0 2 ．送金専門業者（W estern U n ion、M on eyG ram 、Lloyd s等） 年 回利用
0 3 ．銀行の発行する国際キャッシュカード 年 回利用
0 4 ．郵便局の窓口を通じた相手先口座への送金 年 回利用
0 5 ．クレジットカード・プリペイドカード 年 回利用
0 6 ．現金・小切手等の郵送 年 回利用
0 7 ．友人、知り合いに現金を預託 年 回利用
0 8 ．そのほか（ 具体的に】 ）【

Ⅰ．Ｑ４． ＳＱ１． 以前と比べて、送金に利用する主たる方法（Ｑ４． の回答にお
いて最も利用回数が多い送金方法）は変わりましたか （○は１つ）。

0 1．変わった 0 2 ．変わらない→ＳＱ３． へ

Ⅰ．Ｑ４． ＳＱ２． 最も新しく、主たる送金方法を変えたのはいつ頃ですか（○は１
つ 。また、どのように変えましたか（Ｑ４． の選択肢から選択 。） ）

0 1．今年変えた（昨年と今年で変化） 0 2 ．昨年変えた（一昨年と昨年で変化）
． ． （【 】 ）0 3 一昨年変えた 0 4 それ以前に変えた 具体的に

■主たる送金方法を （ 具体的に】 ）から、Ｑ４． で回答した送金方法に変えた。、【

※主たる送金方法は、Ｑ４． の0 1 ．～0 8 ．の記号で記入してください。
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Ⅰ．Ｑ４． ＳＱ３． 送金方法全体で見た場合に、目立った変化はありましたか（自由
記入 。）

0 1．新しい送金方法（ 具体的に】 ）の利用をはじめた【
0 2 ．特定の送金方法（ 具体的に】 ）の利用割合を増やした【
0 3 ．特定の送金方法（ 具体的に】 ）の利用割合を減らした【
0 4 ．特定の送金方法（ 具体的に】 ）の利用をやめた【
0 5 ．大きな変化はない→Ｑ５． へ

※送金方法はＱ４． の0 1 ．～0 8 ．の記号で記入してください。

Ⅰ．Ｑ５． 送金方法を選択・変更する際に、重視する点は何ですか（○は３つまで 。）

0 1 （送金手続き場所が）勤務地、住居から近い．
0 2 （受け取り場所が）送金先から近い．
0 3 ．信頼できる
0 4 ．送金の早さ
0 5 ．安い手数料
0 6 ．安い両替レート
0 7 ．口座維持コストが安い
0 8 ．手続きの容易さ
0 9 ．言語上の対応がスムーズ
1 0 ．友人・家族の推薦
1 1 ．人材派遣会社の推薦
1 2 ．日本の雇用主の推薦
1 3 ．そのほか（ 具体的に】 ）【

Ⅰ．Ｑ６． 送金はどの通貨で行っていますか （○は１つ）。

0 1．日本円 0 2 ．中国元 0 3 ．韓国ウォン 0 4 ．米国ドル
0 5 ．そのほかの通貨（ 具体的に】 ）【

Ⅱ．帰国の頻度等の状況について、お尋ねします。

Ⅱ．Ｑ１． 最後にあなたの国に帰国したのはいつ頃ですか。最も近いものをお選びく
ださい （○は１つ）。

0 1．ここ１か月以内 0 2 ．１か月以上３か月以内前 0 3 ．３か月以上半年以内前
0 4 ．半年以上１年以内前 0 5 ．１年以上２年以内前 0 6 ．２年以上３年以内前
0 7 ．３年以上前 0 8 ．帰国経験無し→Ⅲ．へ

． ． ． ． 。（ ）Ⅱ Ｑ１ ＳＱ１ Ｑ１ で帰国した際の滞在期間は何日程度でしたか ○は１つ

0 1．３日未満 0 2 ．３日以上５日未満 0 3 ．５日以上７日未満
0 4 ．７日以上１０日未満 0 5 ．１０日以上半月未満 0 6 ．半月以上１か月未満
0 7 ．１か月以上３か月未満 0 8 ．３か月以上半年未満 0 9 ．半年以上１年未満
1 0 ．１年以上

Ⅱ．Ｑ１． ＳＱ２． Ｑ１． で帰国した際にはどのくらいの現金を持って帰りました
か （数値で記入）。

万円
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Ⅱ．Ｑ１． ＳＱ３． ＳＱ２． で持って帰った現金のうち、家族に生活費としていく
ら渡しましたか （数値で記入）。

万円

※生活費とは、日々の生活を営む上で利用される資金を指し、食料・日用品購入代金の支払い、教育費支
払い、家賃支払い、医療費支払い、家屋修繕費が含まれます。

Ⅱ Ｑ２ どのくらいの頻度で帰国していますか 最も近いものをお選びください ○． ． 。 。（
は１つ）

0 1．１か月に１回ペース 0 2 ．３か月に１回ペース 0 3 ．半年に１回ペース
0 4 ．１年に１回ペース 0 5 ．２年に１回ペース 0 6 ．３年に１回ペース
0 7 ．それ以上の長期に１回ペース

Ⅲ．回答される方のプロフィールについて、お尋ねします。

Ⅲ．Ｑ１． あなたの出身国・地域はどちらですか （○は１つ）。

１．中国 →ＳＱ１． へ
２．韓国 →ＳＱ２． へ
３．そのほかの国（ 具体的に】 ） →Ｑ２． へ【

Ⅲ．Ｑ１． ＳＱ１． Ｑ１． で「１．中国」と回答された方にお伺いします。出身地
※韓国語版域はどちらですか。直轄市名または省名等にておこたえください （○は１つ）。

では削除可

0 1 ．北京市 0 2 ．上海市 0 3 ．天津市 0 4 ．重慶市
0 5 ．河南省 0 6 ．河北省 0 7 ．山西省 0 8 ．山東省
0 9 ．安徽省 1 0 ．湖北省 1 1 ．江西省 1 2 ．江蘇省 1 3 ．浙江省
1 4 ．海南省 1 5 ．湖南省 1 6 ．広西壮族自治区 1 7 ．広東省 1 8 ．福建省
1 9 ．吉林省 2 0 ．黒龍江省 2 1 ．遼寧省
2 2 ．甘粛省 2 3 ．新疆ウイグル自治区 2 4 ．青海省 2 5 ．内蒙古自治

区
2 6 ．陜西省 2 7 ．寧夏回族自治区
2 8 ．雲南省 2 9 ．貴州省 3 0 ．四川省 3 1 ．チベット自治区
3 2 ．香港特別行政区 3 3 ．マカオ特別行政区

Ⅲ．Ｑ１． ＳＱ２． Ｑ１． で「２．韓国」と回答された方にお伺いします。出身地
※中域はどちらですか。特別市・広域市名または道名にておこたえください （○は１つ）。

国語版では削除可

0 1 ．ソウル市 0 2 ．釜山市 0 3 ．大邱市 0 4．仁川市 0 5 ．光州市
0 6 ．大田市 0 7 ．蔚山市
0 8 ．京畿道 0 9 ．江原道 1 0 ．忠清北道 1 1．忠清南道 1 2 ．全羅北道
1 3 ．全羅南道 1 4 ．慶尚北道 1 5 ．慶尚南道 1 6．済州道
1 7 ．そのほか（ 具体的に】 ）【

Ⅲ．Ｑ２． あなたは、日本ではどちらにお住まいですか。都道府県名でおこたえくだ
さい （○は１つ）。

0 1．東京都 0 2 ．埼玉県 0 3 ．千葉県 0 4 ．神奈川県
0 5 ．大阪府 0 6 ．京都府 0 7 ．兵庫県
0 8 ．そのほか道県（ 具体的に】 道・県）【
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Ⅲ．Ｑ３． あなたは、日本に住み始めてどのくらいになりますか （○は１つ）。

0 1．半年未満 0 2 ．半年以上１年未満 0 3 ．１－２年未満 0 4 ．２－３年未満
0 5 ．３－４年未満 0 6 ．４－５年未満 0 7 ．５－６年未満 0 8 ．６－７年未満
0 9 ．７－８年未満 1 0 ．８－９年未満 1 1 ．９－１０年未満 1 2 ．１０年以上

Ⅲ．Ｑ４． 日本のお住まいでは何人の方と同居されていますか（数値で記入）

家族（自分自身を含む） 人 友人 人

Ⅲ．Ｑ５． あなたの年齢はおいくつですか （数値で記入）。

※回答者に抵抗がある場合、10歳刻み（ 30歳代」等）で可歳 「

Ⅲ．Ｑ６． あなたの性別は （○は１つ）。

※明らかな場合、質問せずに記入可0 1 ．男性 0 2 ．女性

Ⅲ．Ｑ７． 日本への滞在目的（査証、在留資格）は次のどれにあたりますか （○は１。
つ）

0 1．外交 0 2 ．公用
0 3 ．就業
→ 0 1 ．教授 0 2 ．芸術 0 3 ．宗教 0 4 ．報道 0 5 ．投資･経営

0 6 ．法律･会計業務 0 7 ．医療 0 8 ．研究 0 9 ．教育 1 0 ．技術
1 1 ．人文知識･国際業務 1 2 ．企業内転勤 1 3 ．興行 1 4 ．技能

0 4 ．文化活動 0 5 ．留学 0 6 ．就学 0 7 ．研修 0 8 ．家族滞在 0 9 ．特定活動
1 0 ．永住者 1 1 ．特別永住者 1 2 ．日本人の配偶者等 1 3 ．永住者の配偶者等
1 4 ．定住者 1 5 ．短期滞在 1 6 ．未取得者 1 7 ．一時庇護
． （ ）1 8 その他→ 具体的に

Ⅲ．Ｑ８． あなたの年収はどのくらいですか。およその金額で結構ですので、おこた
えください （○は１つ）。

0 1．1 0 0 万円未満
0 2 ．1 0 0 万円以上2 0 0 万円未満 0 3 ．2 0 0 万円以上3 0 0 万円未満
0 4 ．3 0 0 万円以上4 0 0 万円未満 0 5 ．4 0 0 万円以上5 0 0 万円未満
0 6 ．5 0 0 万円以上6 0 0 万円未満 0 7 ．6 0 0 万円以上7 0 0 万円未満
0 8 ．7 0 0 万円以上8 0 0 万円未満 0 9 ．8 0 0 万円以上9 0 0 万円未満
1 0 ．9 0 0 万円以上1 0 0 0 万円未満 1 1 ．1 0 0 0 万円以上

Ⅳ．海外送金に対する自由記入

■海外へ送金される際に、不便な点、苦労されている点などございましたら、教えてくだ
さい。

これで調査は終了です。ご協力いただき誠にありがとうございました。
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Ⅴ．調査員記入欄

■調査時の状況や回答者の反応などに関するコメント、意見

（日時） 月 日 時（場所） （調査員名）














